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○議事日程〔 第２号 〕 

 １２月１０日（水曜日）午前１０時 開会 

 ※開議宣告 

日程第１  一般質問 
 

○本日の会議に付した事件 

 議事日程に同じ    

 

○出席議員（２２名） 

１  番 近 藤 紀 男 
２ 番 成 重 博 文 
３  番 安 達    隆 
４  番 尾 上 真 一 
５  番 山  田  秀  夫 
６  番 松 本 博 彰 
７ 番 中山田  健  晴 
８  番 河  野  徳  久 
９  番 明 石 光 子 
１０ 番 土 谷   力 

１１  番 村 上 和 人 
１２  番 鴛  海  政  幸 
１３  番 後  藤  龍太郎 
１４  番 安  東  正  洋 
１５  番 北 崎 安 行 
１６  番 川 原  直 記 
１７  番 河  野  正  春 
１８  番 山 本 博 文 
１９  番 菅    健 雄 
２０  番 堂 園 慶 吾 
２１  番 徳 永   浄 
２２  番 大  石  忠 昭 

 
○欠席議員（０名） 

 

○職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名 

事 務 局 長 増 田 正 義 

議 事 係 長 清 水 栄 二 

書    記  安 藤 雅 俊 

書    記  近 藤 浩 二 
 

○説明のため議場に出席した者の職氏名 

市     長 永 松 博 文 

副  市  長 都 甲 昌 叡 

 

 

会計管理者兼市参事兼会計課長 

   尾 形 雄 治 

市参事兼総務課長 佐 藤 良 雄 

市参事兼真玉市民センター長 

山 田 泰 憲 

市参事兼香々地市民センター長 

安 東 洋 義 
市参事兼環境課長 水 江 義 和 
市参事兼消防長 福 光 博 文 
企 画 情 報 課 長 中 嶋 栄 治 

財 政 課 長    野 村 信 隆 
税 務 課 長 尾 造 正 直 
福 祉 事 務 所 長 安 東 良 介 
保 険 年 金 課 長 南 松 豊 久 
子育て・健康推進課長 岩 永 澄 雄 
商 工 観 光 課 長 桑 原 茂 彦 
農 林 振 興 課 長  井 上 晃 一 
農 地 整 備 課 長 後 藤 則 隆 
建  設  課  長 河 野 義 雄 
水 道 課 長 甲 斐 好 信 
人権・同和対策課長 安 東 正 洋 
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水道課主幹兼営業係長 早 尻 真 一 
総務法規・秘書係長 飯 沼 憲 一 

  総 務 課 専門員 岩 本   力 
   
教育庁 
教  育  長  河 野   潔 
総 務 課 長 奥 田 秀 穂 
学 校 教 育 課 長 早 田 義司郎  

 

○議長（中山田健晴君） おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

○議長（中山田健晴君） 日程第１、一般質問を行

います。 

（○２２番（大石忠昭君） 議長、議事進行につい

て発言があります。） 

○議長（中山田健晴君） ２２番大石忠昭君。 

○２２番（大石忠昭君） 日本共産党の大石であり

ます。 

 今日から一般質問が始まりますが、昨日の議会に、

質問時間のことについて文書が配付されています。

夜帰って、夜、気がついて読んでみたんですけれど
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も、タイマーは休憩時間以外は止めないものとする

と、ね。で、実はですね、これまでの豊後高田市議

会の実態というのは、答弁を含めて一人の質問時間

が１時間でありました。よって、市長とか教育長が

すべて答弁をすればですね、時間が省略されるんだ

けれども、高田の場合は、何人もの代理の、課長が

代理で答弁をするということが続けられてまいりま

した。その間、課題が多くて、しかも代理の答弁者

が多ければ多いだけ、入れ替わりの時間で随分時間

が食います。一人１分とみても、１０人あれば１０

分かかるわけです。もともと、これまでも私の質問

などでは、まあ結論が出らんまんま終わることもあっ

て、おかしいんじゃないかと市民の声は随分ありま

す。 

よってね、今なぜ、会議規則では議長が決めると

なってるんです。今なぜですね、この時点になって、

いままでこれでよかったものが、ただ、その入れ替

わりの時間も全部質問時間の１時間以内に入れると

いうことになったのか。これ議会運営委員会で審議

して決定したということなんですけれども、私ども

は全然聞いておりません。議会運営委員長からその

経緯について説明させてもらって、それでよいのか

どうか、皆さんで議論をすべきだと思うんです。お

願いいたします。 

○議長（中山田健晴君） お答えいたします。 

 議運にかけまして、結果をいただいて決めたこと

ですので、その件につきましては本会議中でなしに、

後日、議長室でもお出でてお話ししてください。本

日はこの会議を続けます。 

○２２番（大石忠昭君） ちょっと待ってください、

もう一回。もう一回議長、いいですか。 

 そんなものじゃないでしょう、議会のルールとい

うのは。やはりね、もういよいよ３月議会からこの

議会の審議の模様がケーブルテレビで放映されるこ

とになるわけですね。よそでは生中継、今日初日か

ら最後の日まで生中継すべてやってるんですけれど

も、うちは一般質問の録画放送するだけと。これで

もですね、全県から見ましても一番後退部分ですよ。

だから私はね、問題にしたいのは、どうしてもね、

今回からそれをやるちゅうんならね、よその議会み

たいに、市長の席にも課長の席にも全部マイクをつ

けてですね、わざわざもう登壇しないでよいように

すると、これならね、時間省略するけれども、いち

いちこちらのほうから出て来るね、この往復の時間、

相当かかりますでしょうが。それともねえ、基本的

にはすべて市長が答弁をすると、教育長が答弁する

というように改善されるまではね、実施すべきじゃ

ないと思うんですよ。この案を撤回してもらいたい

と思いますがどうですか。 

 で、私調べてみましたらね、驚いたことに、高田

の場合合併して４２人、新高田市ではね、４２人の

議会になったけれども、一番一般質問が長いときで

ね、平成１７年の１２月議会、これが１３名が議員

が質問してるんですけれども、それでもね、５時２

０分に終わってるんですよ。今度の改選後は定数が

２２人になりました。この中でね、一番長かった議

会の日が、ああ、一番短いのが今年の３月で、５人

がやってもね、１時４１分に終わってるんですよ。

長いときでもね、９月議会で７人がやってもね、も

うほんとに早く終わってるわけです。だからそんな

にね、入れ替わりの時間までね、制限時間１時間の

中に入れることはおかしいと思うんですよね。だか

ら、今回はそれを実施しないというふうに議長、し

てもらいたいと思うんですが、どうでしょうか。 

○議長（中山田健晴君） それはもう決めたことで

すので。 

○２２番（大石忠昭君） どこで決めたんですか、

そんなことが法律にありますか。 

○議長（中山田健晴君） 議会運営委員会で。 

 私はだから言ったでしょう。大分県内のすべての

議会を精査した中で、私のほうから諮問を出してやっ

たことです。 

○２２番（大石忠昭君） そんな、議長始まって以

来ですよ。 

○議長（中山田健晴君） はい、結構です。私はそ

ういう考えでやりましたので。 

○２２番（大石忠昭君） そんなにね、議会の権限

をね、縮小するようなことでよいんですか、あなた

は。 

○議長（中山田健晴君） 縮小はしてないです。私

もちゃんとペンをとりながら研究しています。 

○２２番（大石忠昭君） 豊後高田市議会史上に残

りますよ、汚名が残りますよ、撤回を求めます。 

○議長（中山田健晴君） これより本日の会議を開

きます。 

○議長（中山田健晴君） 日程第１、一般質問を行

います。 

この際申し上げます。各議員の発言は、申し合わ

せの発言時間内においてお願いいたします。また、

質問は通告に基づき行ってください。 
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なお、執行部は質問通告にない事項及び聞き取り

時になかった事項について質問があった場合は、議

長にお知らせください。 

一般質問通告表の順序により発言を許します。 

○議長（中山田健晴君） ９番明石光子君。 

○９番（明石光子君） ９番明石光子でございます。

通告に基づき一般質問を行います。 

 初めに、市長の政治姿勢について２点お尋ねをい

たします。 

 一つは、今後の市政への取り組みについてですが、

１市２町による合併から、早いもので明年３月には

４年目を迎えます。新豊後高田市発足と同時に、今

日まで新市の舵取りを懸命に推し進めてこられた市

長に対し、まずもって敬意を表するところでござい

ます。 

 こうした意味を踏まえ、これより松友クラブ、清

新会を代表いたしまして、今後の市政運営について

市長に質問をしてまいりたいと思います。 

 永松市長におかれましては、平成１０年１２月の

就任以来、清潔・公正・実行をモットーに、豊後高

田市発展のために渾身のご努力と多大なご尽力をい

ただいたところでございます。 

特に、合併後の新市を振り返ってみますと、厳し

い財政状況の中にもかかわらず、国、県の施策、支

援をいち早く取り入れ、市長が新たな基本方針とし

た「融和・活力・健康」のまちづくりを目指して、

確かな実績を残してこられたことは、多くの市民の

方々より高い評価をいただいております。合併時の

地域間格差を少しでも解消し、市民の安心・安全や、

情報を共有することを目的とした、合併の目玉事業

であるケーブルテレビの導入を始め、企業誘致、昭

和の町の整備促進、地域資源を活かしたグリーンツー

リズム、ブルーツーリズム事業、そして高齢者の健

康や生活を支援する市民乗合タクシーの導入、また、

未来の宝である子育て支援、とりわけ、教育のまち

としての学びの２１世紀塾等々、まさに市長が提唱

する、「小さくてもきらりと光るまち」が着実にでき

つつあると実感をいたしております。 

しかしながら、本市が目指す、安心して暮らせる

まち、住みよいまちづくりにはまだまだ山積する課

題も数多く残されております。合併を機に取り組ん

できた行政改革も、来年度が総仕上げのときとなり

ます。これからの市政運営こそが、豊後高田市の未

来を決める正念場と言っても過言でないと思ってお

ります。 

そこで、これまでの卓越した行政手腕と実行力を

活かし、次期市長選挙にぜひとも出馬をしていただ

きたいと念願するものでございます。かねてより、

都甲地区におきましても、市長が出席された集会の

中で度々出馬の要請もございましたが、なかなかよ

いご返答もいただけておりません。この際、市長の

ご決断をお聞かせいただきたいと思っております。 

次は、平成２１年度の当初予算編成についてご質

問いたします。 

平成１７年度の中期的な財政シミュレーションで

は、それまでの財政運営を続けていけば、平成２０

年度に特定目的基金が底をつき、平成２１年度には

合併時の基金約３４億円がすべて枯渇し、約１０億

円の赤字が生じると予測をされておりました。経常

収支比率は１１３．６パーセントにも達し、本市財

政は破綻、財政再建団体に転落するという試算となっ

ておりました。豊後高田市行政改革大綱及び実施計

画に取り組む発端であったと記憶をしております。

その取組状況が市報１２月号に掲載されていました

が、平成１９年度までの３年間で１５億１，３００

万円の効果を上げ、計画を上回っていることは、市

民の皆様のご理解とご協力、市当局の不断の取り組

みによるものと敬意を表するところでございます。 

しかしながら、現在の経済情勢を見てみますと、

アメリカのサブプライムローン問題に端を発した世

界有数の証券会社の破綻が世界的な金融危機に広が

り、世界経済の同時不況の様相を呈しております。

我が国においても、１０月以来平均株価が急落し、

円相場においても円高が続いています。こうしたこ

とから、企業業績の悪化や雇用、賃金の減少により

消費が冷え込むといった景気悪化の悪循環が危惧さ

れているところであり、本市にも少なからず影響が

あるものと考えております。 

このような厳しい状況下の中で、市当局におかれ

ましては、平成２１年度予算の編成作業に着手され

ていると思いますが、予算編成方針の具体的な考え

方についてお伺いをいたします。 

次は、教育問題について４点お尋ねをいたします。 

まず１点目は、学校におけるいじめ、不登校の実

態と対策についてですが、１１月２１日の大分合同

新聞によりますと、「いじめ深刻、全国では１０万件

超える」という記事が大きく掲載されました。文部

科学省が２００７年度に調査したもので、国の、国

公市立の小・中・高校が認知したいじめの件数が１

０万１，１２７件にも上るというものでした。 
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そのうち大分県内の学校で認知されたいじめは３，

１４１件で、特に小学校では前年度から約６００件

の増加と発表されております。数年前から、いじめ

を苦にした児童生徒の自殺が相次ぎ、命を落とすに

至らないまでが、いじめが原因で不登校になるなど、

子どもたちを取り巻く環境は年々厳しさを増してる

ように思えてなりません。 

 そこで、本市におけるいじめ、不登校の実態につ

いてはどのように把握されているのでしょうか。 

 なお、具体的にお伺いしたいのは、一つは、県内

の学校で認知されたいじめ、小中合わせて２，９３

６件の内、市内の学校での認知件数はどれくらいな

のか。 

 二つ目は、現在不登校となっている児童生徒は、

小中学校でそれぞれ何名なのか。 

 三つ目は、ネットによるいじめが問題視されてい

ますが、携帯電話のネット機能等による誹謗、中傷

については、学校での認知が難しい反面、いじめの

方法としては主流になりつつあると危惧されており

ます。ネットいじめも含め、最後に、いじめの日常

的な実態把握のために、学校が直接児童生徒に対し

行った具体的な方法とその対策の取り組みについて

お聞かせください。 

 ２点目の質問は、教職員に対するメンタルヘルス

ケアについてですが、全般的に教育問題が複雑化す

る中で、心の病を抱える先生がここ数年増え続けて

いると聞いております。 

 先般の新聞報道によりますと、県内でも精神的な

病気を理由に休職をした教職員は、２００８年度上

半期９月末だけで６６人と、昨年度８７人に近づく

休職者数となっています。こうした病気により休職

されている先生方は、市内の学校では何人ぐらいい

らっしゃるのでしょうか。 

 発症の原因についてはどのように把握され、また、

様々な要因からストレスを抱え込む学校現場におい

て、教職員へのメンタルヘルスケアはどのようにさ

れているのか、お尋ねをいたします。 

 ３点目は、薬物乱用防止対策の取り組みについて

ですが、有名大学の学生が大麻を自宅や寮で栽培し

たり、キャンパス内で売買し、吸引したなどとして、

次々に大麻取締法違反容疑で逮捕された事件はまだ

記憶に新しいと思います。 

 警察庁の発表では、大麻取締法違反容疑での検挙

人数は、昨年１年間で２，２７１人、このうち１０

代、２０歳代の若者は過去７年間で最も多い１，５

７０人で、全体の７割を占めていると示されていま

す。しかしながら、これらは氷山の一角であって、

検挙に至らない水面下での薬物汚染は社会に広く浸

透しているのではないかと危惧するところです。 

 いま、日本は第三次覚醒剤乱用期といわれていま

す。様々な形での犯罪が低年齢化する中で、薬物の

怖さを、学校はもとより家庭、地域が一体となって

子どもたちに教えていかなければならないと考えま

す。「ダメ。ゼッタイ。」の掲示板はよく見かけます

が、実際の防止対策はどのように行われているのか

お伺いいたします。 

 ４点目は、夢いろ幼稚園の２０人保育についてで

す。 

 公立幼稚園の中では、全国に先駆け幼保一元化を

導入したことで、幼稚園の中での３歳児保育が実現

いたしました。保護者にとってはいろいろな面で子

育て支援となり、大変喜ばれています。しかしなが

ら、３歳児は定員が２０人のため、希望してもなか

なか入れないとの声があります。毎年定員を大幅に

上回ると聞いておりますが、それだけ夢いろ幼稚園

に対する保護者の期待が大きいものと思われます。

すでに市民チャンネルでも紹介されていますが、英

会話や書き方なども今年度から取り入れ、ますます

充実した夢いろ保育園で、一人でも多くの園児たち

が楽しく学べるよう、さらなる取り組みをお願いし

たいところですが、見解をお聞かせください。 

 最後に、市営白石住宅の管理についてお尋ねをい

たします。 

 白石住宅が火災に遭ってから、来年２月ですでに

２年が経過しようとしております。聞くところによ

りますと、当初、出火原因は明らかでないというこ

とでしたが、これまで長い期間あのままの状態で放

置された原因はどこにあるのでしょうか。 

ご存知のとおり、白石住宅は宇佐市方面から中核

工業団地に通う方々の通勤圏にあり、いわば豊後高

田市の玄関口の一つでもあります。もちろん多くの

市民も利用している道筋であり、しばしば観光バス

に出会うこともあります。それだけ交通量の多い場

所にある市営住宅だけに、屋根が焼け落ちた状態で

長い期間放置されていることに疑問を感じておりま

す。当局のお考えをお聞かせください。 

 以上で初めの質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） 私から、今後の市政に対す

る取り組みについてお答えをいたします。 
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 ただ今、身に余るおことばをいただきまして誠に

ありがとうございます。私は、平成１０年１２月の

旧豊後高田市において初当選して以来、平成１７年

３月３１日の１市２町の合併を挟んで１０年間、議

員の皆さん方のご指導とご鞭撻、そして市民の皆さ

ん方の温かいご支援とご協力をいただきながら、そ

して職員の力強いサポートによりまして、これまで

市長としての職務を遂行することができました。こ

の場をお借りいたしまして、皆さん方に厚く御礼を

申し上げます。 

 さて、これまで１０年間を振り返ってみますと、

まず、旧豊後高田市の時代の１期目におきましては、

市政の基盤づくりを念頭に、職員の資質の向上、人

材育成に意を注ぎ、２期目におきましては、それま

で取り組んできたことを継承しながら、教育のまち

づくり、農業振興、観光振興、商店街対策等の各種

施策を推進するとともに、市町村合併に全力を傾注

してまいりました。そして、平成１７年３月３１日

には、１市２町の議員の皆さん方、住民の皆さん方

を始め、関係各位の格別なるご理解とご協力を賜り

まして、新豊後高田市が誕生いたしました。そして、

光栄にも、私に合併後の初代市長を務めさせていた

だき、深く感謝を申し上げる次第であります。市民

の皆さん方から、合併してよかったと言われるよう、

私はこの３年７ヶ月の間、１市２町の住民の皆さま

の融和に心がけ、新市建設計画の実現に向けて、各

種施策に全力を挙げて取り組んだところでございま

す。 

 特に、観光面では、昭和の町、六郷満山文化の仏

教遺跡を始め、田染荘、そして真玉海岸の夕日、温

泉施設、長崎鼻のキャンプ施設及び海水浴場など、

各地域の魅力あふれる観光資源や特色ある伝統行事、

イベントが融合し、官民一体となった観光及び商店

街振興を図ることができました。 

 次に、企業誘致については、北部九州における自

動車産業の集積により、平成１８年以降、大分北部

中核工業団地に自動車関連企業など９社に進出して

いただき、本年度末には、すでに立地していただい

た企業と合わせて、１２社すべての企業が操業を開

始する予定となっています。さらに、大分北部中核

工業団地進出企業の関連企業２社も市内に進出をし

ていただくなど、本市の産業振興に多大な貢献をし

ていただけるものと思っているところでございます。 

 次に、行政改革についてでございますが、市民の

皆さまにもご協力をいただく中で、合併後の厳しい

財政状況の健全化を最大の目的とした行政改革に取

り組み、平成１７年度から平成１９年度までの３年

間で、１５億１，３００万円の実施効果を上げるこ

とができました。 

 さらに、教育のまちづくりの推進、白ねぎやそば

による農業振興、岬ガザミ等の漁業の振興、そして

合併後の最重点事業であるケーブルネットワーク事

業が本格稼動し、市内の多くの情報を伝達できるよ

うになりました。これも、皆さん方のご支援、ご協

力の賜と改めて深く感謝申し上げます。 

 しかしながら、火葬場の建設問題を始め、玉津地

区における高齢者のまちづくり、ケーブルネットワー

ク事業の充実や、さらなる行政改革の推進による健

全な財政運営の基盤づくり、定住雇用対策、少子高

齢化対策など、やり残した課題も山積しており、た

だ今、次期も出馬をというお話をいただき、非常に

ありがたく感謝申し上げます。 

 私も、市民の皆さんのご支持がいただけますなら

ば、ぜひ次期も目指してまいりたいと思っておると

ころでございます。 

 今後、地方交付税の削減、少子高齢化の進行、さ

らには、最近における経済情勢の悪化など、これま

で以上の厳しい市政運営が予想されますが、豊後高

田市発展のために、全身全霊を傾注して頑張ってい

きたいと思っております。議員の皆さん方におかれ

ましては、何とぞご支援、ご協力を賜りますよう心

からお願いする次第でございます。 

 その他の質問につきましては、教育長及び担当課

長に答弁させます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○議長（中山田健晴君） 教育長河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君） 教育問題の内、まず学校

におけるいじめ、不登校の実態と対策につきまして

お答えいたします。 

 本市における平成１９年度のいじめ、不登校件数

は、判明している範囲で、小学校９件、中学校１２

件であります。また、現在不登校の児童生徒数は、

小学生が２名、中学生が４名でございます。 

 いじめの原因では、携帯やインターネットによる

誹謗、中傷の書き込みなどで不登校になったと思わ

れるケースもありました。 

 このような実態を把握し、いじめのない学校をつ

くるために、各学校では児童生徒の些細な言動にも

注意を払い、定期的な教育相談やアンケートの実施

も行っておるところでございます。 
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 また、携帯やインターネットの被害から身を守る

ために、警察署の方を講師に招いたりして指導を行っ

てまいりました。教育委員会といたしましては、今

後とも各学校と連絡を密にして、いじめ、不登校を

出さない学校づくりに努力をしてまいる所存でござ

います。 

 次に、教職員に対するメンタルヘルスケアについ

てお答えします。 

 本市におきましては、現在、心の病による病気休

暇者及び病気休職者は７名で、増加傾向に現在ある

ところであります。このような状況の中で、豊後高

田市学校職員安全衛生管理規程に基づき、各学校に、

学校安全衛生管理者、健康管理指導員、衛生推進者

を置き、学校職員の安全及び健康の保持、増進等を

図っています。 

 また、時間外勤務が月１００時間を超え、疲労が

蓄積している職員や校長が、疲労の蓄積があると判

断した職員につきましては、産業医が診断するシス

テムを市独自で今年度実施してるところでございま

す。さらに、県が実施しております教職員ストレス

診断システムによる心の健康診断や心の健康相談の

受診を進めているところでございます。 

 最近の児童生徒及び保護者の要望も多岐にわたる

ことが多く、その対応に苦慮していることも事実で

ありますが、教育委員会といたしましては、今後と

も学校職員安全衛生委員会や校長会等を通して、教

職員の健康維持、心の健康には充分注意を払い、働

きやすい職場環境をつくり出すよう指導してまいり

たいと考えております。 

 次に、薬物乱用防止対策の取り組みについてお答

えします。 

 教育委員会といたしましても、校長会や教頭会を

通して児童生徒への薬物乱用防止の徹底を図るよう

指導してまいりました。 

 各学校では、薬物乱用防止を保健指導及び保健体

育の年間指導計画に位置づけまして、指導の徹底を

図っています。今後も計画的な児童生徒への指導を

行うとともに、保護者への啓発等も行っていきたい

と考えています。 

 次に、夢いろ幼稚園の保育につきましてお答えし

ます。 

 平成１６年４月、旧豊後高田市内の幼稚園を統合

し、教育のまちにふさわしい公立幼稚園を創ろうと

いう機運のもとに、夢いろ幼稚園を開園いたしたと

ころでございます。現在、専任の園長を置き、３歳

児保育を導入し、預かり保育の実施等々、県下でも

類をみない充実した保育内容を準備いたしました。

募集定員につきましては、市内の保育園関係者とも

協議をする中で、３歳児は２０名、４歳児、５歳児

は７０名と定め、スタートをいたしました。 

開園以来５年が経過しましたが、毎年半数以上の

３歳児が入園できず、他の幼稚園や保育園、また自

宅で待機するといった、行きたくても入園できない

状態が続いております。教育委員会といたしまして

も、この状況について大変苦慮をいたしており、今

後につきましては、何らかの検討をしていく必要が

あるのではないかと考えておりますので、ご理解を

よろしくお願いいたします。 

以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 財政課長野村信隆君。 

○財政課長（野村信隆君） 平成２１年度当初予算

編成についてお答えいたします。 

 来年度予算につきましては、経常的経費等を中心

とした骨格予算として編成を行うこととしています。

ただし、予算要求にあたりましては、決算を見据え

た予算編成を行う必要があるため、原則として平成

２１年度中に見込まれるすべての経費を盛り込んだ

通年予算として要求することとしております。その

中で、政策的経費につきましては、市長選挙後の議

会において補正予算を提案させていただくことにな

ります。 

予算編成につきましては、国際金融市場の動揺と

ともに、国内外の景気の先行きが厳しさを増してい

く中、市税や地方交付税など非常に厳しいものと予

測しております。また、本市の自主財源は、先の新

聞報道にもありましたように、その比率が全国で９

番目に低く、市が安定して使える財源は限られたも

のであります。このような状況ではございますが、

本市発展のための地域振興策に取り組んでいかなけ

ればならないと考えております。 

このため、乏しい自主財源を補うため、基金の活

用を視野に入れながら、国、県の補助事業の採択に

努め、過疎対策事業債及び合併特例事業債など有利

な起債が活用できるよう、事業の選択と周知に努め、

安心・安全で住みよいまちづくりに取り組んでいか

なければならないと考えております。 

また、平成２１年度は集中改革プランの最終年度

にあたることから、財政健全化の取り組みを引き続

き予算に反映させ、一般行政経費の抑制に努めてま

いります。 
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いずれにいたしましても、将来にわたって持続可

能な財政運営を確立し、市総合計画に定める各種事

業を実施していくために、中長期的な展望に立った

予算編成が必要不可欠であると考えております。 

以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 建設課長河野義雄君。 

○建設課長（河野義雄君） では、白石住宅の火災

跡の対応についてお答えいたします。 

 議員ご指摘のとおり、市営住宅を管理する者とし

て対応が遅れたことについて、お詫びいたします。

今後は早急に対処したいと考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○議長（中山田健晴君） ９番明石光子君。 

○９番（明石光子君） ただ今、市長さんより力強

い決意表明を聞かせていただき、安心をいたしまし

た。地方の自治体を取り巻く環境は年々厳しさを増

しております。それだけに、市政の舵取りもこれま

で以上に難航が予想されますが、どうか健康に留意

され、明年４月１２日執行の市長選挙に無事に当選

を果たされますよう、心から念願をいたします。 

 それでは、教育問題について再質問をいたします。 

 いじめ、不登校については、判明している範囲、

昨年度だけで小学校９件、中学校１２件ということ

ですが、これらの件数を学校側はどのような形で把

握されたのでしょうか。いじめる側はもちろん、い

じめられている児童生徒にとって、深刻ないじめほ

どだれにも相談できず悩んでいると聞いています。

不登校の児童生徒が６名いるということについても、

深刻な問題だと考えます。現在不登校となっている

児童生徒で一番長く休んでいる子どもは、何ヶ月ぐ

らいになるのでしょうか。いじめ、不登校の実態が

あることに対して、具体的にはどのような取り組み

をされているのかお尋ねをいたします。 

 次は、夢いろ幼稚園の件についてですが、毎年半

数以上が定員オーバーとなっている３歳児の受け入

れについては、大変苦慮されているとのことですが、

保護者としては、選択先が数ある中で、やはり夢い

ろ幼稚園に通わせたいという強い希望を持って応募

していると思われます。当局としてはクリアしなけ

ればならない当面の課題はあるにしても、できるだ

け保護者のニーズに応えられるよう改善をしていた

だきたいと思っております。 

 以上よろしくお願いいたします。 

○議長（中山田健晴君） 教育長河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君） 明石議員の再質問の内、

夢いろ幼稚園の件につきましてお答えいたします。 

 教育委員会といたしましては、できる限り入園を

希望される幼児や保護者の願いを受け入れまして、

教育のまち豊後高田市にふさわしい幼稚園教育であ

りたいとそう強く願っておるところでございます。 

そこで、夢いろ幼稚園３歳児学級の定員につきま

しては、関係機関とも充分協議をして、幼稚園の定

数を含め、幼稚園教育全体のあり方につきまして総

合的に検討を進めてまいりたいと考えておりますの

で、何とぞよろしくお願いいたします。 

なお、その他につきましては課長に答弁をさせま

すので、よろしくお願いいたします。 

○議長（中山田健晴君） 教育庁学校教育課長早田

義司郎君。 

○教育庁学校教育課長（早田義司郎君） 明石議員

の再質問の内、いじめ、不登校の件につきましてお

答えいたします。 

 まず、いじめ件数の把握についてでございますが、

保護者からの情報や本人からの訴え、さらにアンケー

ト調査等を行っておりますので、その結果の学校と

か教職員による認知などであります。 

 それから、一番長く休んでいる児童生徒は１１ヶ

月であります。このような児童生徒に対しましては、

各学校では担任を中心に、教育活動や学習指導をす

る学校体制を組んで家庭訪問などを行っております。 

 また、頻繁に電話をいたしまして、本人の気持ち

とか保護者の思いを理解しながら、登校できるよう

働きかけを粘り強く行っているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） ９番明石光子君。 

○９番（明石光子君） 全国的に深刻化しているい

じめ問題への対応が急がれる中，各自治体において

は、子どもたちの問題を解決するために独自の制度

を設けるところも増えております。未然防止には、

大人サイドの取り組みとともに、子ども自身の意識

も重要だと思われます。 

全国に先行する対策として、何点かご紹介をした

いと思っております。子ども自身の取り組みとして

は、茨城県の下館中学校というんでしょうか、いじ

めや不登校、暴力行為などの問題行動の未然防止と

解消のために、生徒が主体的に問題解決に取り組ん

でいる「君を守り隊」という、隊は自衛隊の隊を書

くんですけども、そういったことを生徒の主体的な

取り組みとしてやっております。で、効果も上がっ

ていると聞いております。 
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次が、「オレンジリボン」、これはもうすでに掲示

板等にも私も市内で見たことありますけども、これ

は千葉県南行徳中学校が実施したもので、これは生

徒のアイディアによって、いじめ撲滅を目指してオ

レンジ色のいじめ反対のリボンを胸につける運動で

あります。 

それから、大人の取り組みとしては、兵庫県川西

市とかあるいは川崎市の取り組みとして、例えば兵

庫県川西市では、子どもたちの問題を解決するため

の第三者機関としてオンブズパーソンを設置して成

果を上げております。同市の子どもの人権オンブズ

パーソン制度は、子どもの救済制度を作ろうとする

自治体のほとんどが、同市に問い合わせるなどして

参考にしているということで、当教育委員会として

も、あるいは情報としては持っておられるのではな

いかと思っております。 

次が、メンタルフレンドといって、当市には大学

はございませんけども、心理や教育関係の学科に通

う大学生などを家庭等に派遣して、子どもや保護者

を支援する取り組みとして、これは県と市がそういっ

た費用の半分ずつを負担しながら実施をして、非常

にこれも効果を上げているというふうに聞いており

ます。 

特に教師を目指している大学生等を、県内の小学

校とか適応指導教室あるいは家庭に派遣して、不登

校の児童とふれあう活動を展開し、大変な効果を上

げているということであります。 

本市の教育委員会におきましても、いじめ対策に

ついて条例や制度づくりなど一歩進んだ取り組みを

推進し、いじめ、不登校のない明るい学校を目指し

ていただきたいと希望して、質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） 一般質問を続けます。 

 １６番川原直記君。 

○１６番（川原直記君） １６番の川原直記です。 

 ただ今の明石議員の答弁に対しまして、市長のほ

うから、次期も出馬をしたいということで表明され

ました。議員の立候補も決断を要するものでござい

ますが、市長の立候補はなおさらのこと、孤独の中

での決断だったと思いますし、過去の１０年の実績

を自信をもって市民に訴えていただきまして、市の

リーダーを目指していただきたいと思っております。 

 それでは、通告に基づきまして質問させていただ

きます。 

 まず最初に、自治会の統合結果についてでござい

ます。平成１７年新市の合併の折、自治会も統合の

方向で考えるということを踏まえた上で、今回の自

治会統合について質問いたします。 

 合併後、担当課におかれまして統合の説明がされ、

応諾した自治会や地域性を考慮し、そうできなかっ

た自治会もあろうかと思っております。そこで、違

いを乗り越えて統合に至った経緯があったと思いま

すが、いままでどおりの自治会も数多く残った現状

であろうと思います。 

そこで、市にとりまして、自治会にとりまして、

当初の考えどおりの統合数になったか。 

また、行政、自治会それぞれのメリット、デメリッ

トをどう考えているか。 

 二つ目の質問として、統合に応じた自治会とそう

でない自治会の対応に何か変化を今後付していくの

か。 

 三つ目として、今後、まあなりたくはないんです

が、限界集落の判断を県も調査して行いたいという

ことでございます。旧、新自治会のどちらの基準で

判定するのか。そういった調査を含め、何かしらの

補助があった場合に、そういった差をつけない状態

にもっていっていただきたいと思っております。 

 次に、急速な景気後退での市内の進出企業の現状

と市税の状況について伺います。 

 あと２０日もいたしますと新年を迎えようとして

います。私もそれなりに、年数の分、正月を迎えて

まいりました。しかしながら、新しい２１年、平成

２１年の新年は、これまで味わったことのない暗い

気持ちの新年ではないかと憂慮しているのは、私だ

けではないと思います。 

 アメリカ発の金融界の破綻の煽りを受けて、全世

界に不況が一気に広がり、この先、何年で回復する

か目途がつかない状況で、日本の優良企業も次々と

派遣の方たちを中心に契約解除が続いています。大

分県においても、大きな数の方々がその憂き目に遭っ

ている現状であります。当市の進出企業においても

大きな打撃を受けているのではないかと推察いたし

ます。 

 そこで、本年や来年、雇用や税収面にも大きく響

いて、市にとっても憂慮する事態になろうと予測し

ます。その両面について、現在把握している状況を

お知らせください。 

 また、どういう予測ができるかも、わかれば尋ね

ます。 

二つ目として、地元企業へ商店への対応や応援の

方法を考えているならば、その対策をお聞きします
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とともに、現在償却資産税の税率が１．４パーセン

トとなっておりますが、そういったものに逓減措置

も提案したいと思いますが、どのような対応ができ

るかも伺います。 

次に、昨日の市長の提案理由の中にもありました

が、地域振興会議の意見と今後の方針についてとい

うことで伺います。 

本年の会議を通じて、実際に市民と意見を交わし

た中で、特に市長が関心を示したことがあり、それ

を実行するような市民の言動などあれば伺いたいと

思います。 

具体的なお話は、私は真玉の会議しか出席しませ

んでしたが、そのほかの地域でもいろんな意見が出

たかと思いますので、市長の思った市民のアイディ

アを、何かあればお聞かせいただきたいと思います。 

４番目として、政府が予定しています定額給付金

についてでございます。これはまだ正式決定してな

い給付金は、賛否両論あり、不要の意見が多い中、

２兆円もの多額の資金を国民一人ひとりに配布する

ことが現実味を帯びてまいりました。昨日も県の説

明会があったニュースを聞き及んでいます。本件に

関しては、後藤議員も質問項目に入っていますが、

私からは、通告の項目にしたがいまして、まず１番

目に、当市の人口に応じて全額政府から給付される

のか。年齢やその家族構成も違いますし、一人ひと

りのそういった計算を緻密にされて当市に給付され

るのか。 

また、返還も各市町村に任せるというようなこと

も聞いていますが、各自所得に応じ、はっきりして

いない、そういった返還ができるのか。 

また、返還した場合、全額市の収入になるのかも

併せて聞きます。 

それから、これはまだ個人的な意見で、どなたに

もお話はしていませんが、仮に市長や議員が返還を

するといった場合、これは自由返還と認め、寄付行

為には当たらないのか。 

三つ目といたしまして、過去の税金や公共料金な

どの滞納の部分をですね、差し引きできて、当市と

してもその予定があるのか。 

以上、主に３点をお聞きしたいと思います。 

次に、火災報知器の設置についてでございます。 

消防法の改正に伴い、平成２３年６月までに全国

の住宅全戸に火災報知器の設置の義務がつけられよ

うとしてますが、当市の現状や普及方法、または設

置義務なのか希望設置なのか、あるいはまた、昨今

いろんな振り込め詐欺やいろいろございます。各家

庭へのそういった器具に対しましての普及にあたり、

選定や斡旋についてどのように考えているのかを伺

いたいと思います。 

以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） 出馬に対する激励のことば

をいただき、どうもありがとうございます。 

 私のほうから、進出企業の雇用面での影響と地域

振興会議のご質問にお答えをいたします。 

 まず、進出企業の雇用面の影響についてでござい

ますが、議員ご案内のとおり、アメリカのサブプラ

イムローン問題を発端とする世界的な金融危機の深

刻化や世界景気の一層の下振れ、株式為替市場の大

幅な変動に加えて、円高ドル安の影響を受け、輸出

産業など国内企業を含め、雇用情勢は極めて厳しい

ものとなっております。特に北部九州に拠点を置く

各自動車メーカーにおいては、新聞やテレビで放送

されておりますとおりに、自動車需要の後退を受け、

一部ラインの休止や減産による下方修正を行い、生

産台数が１００万台を割り込む可能性も出てきてい

るような状況のようでございます。 

 また、大分県内におきましても、デジタルカメラ

を生産する大分キヤノンやプリンターのトナーカー

トリッジなどを生産する大分キヤノンマテリアル、

半導体チップ生産の東芝大分工場など３社で、１，

５００人を超える大規模な人員削減が行われるなど、

九州において雇用情勢が一番高かった大分県におい

ても、経済活力は急速に減退するのではないかと強

い懸念を抱いているところでございます。 

 議員ご質問の、本市へ進出された企業への影響に

ついてですが、大分北部中核工業団地に進出されて

おります企業は、比較的人員削減の少ない大分キヤ

ノンマテリアル関連企業と、自動車関連企業の中で

も、わずかな減産でありますダイハツ九州向け企業

がほとんどでありますので、新聞報道等で見られる

ような業績悪化に伴う派遣職員等の契約解除を実施

することは、現在のところはまだお聞きしていない

状況でございます。そしてまた、各企業におきまし

ても、企業内において勤務体系を見直すことにより、

できるだけ従業員の雇用体制を維持できるよう努力

しているとお聞きしております。 

 しかしながら、日々刻々と変化をします経済情勢

でありますので、本市においても今後厳しい状況に

なっていくのではないかという危惧をいたしている
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ところでございます。したがいまして、今後、企業

と連携を密にしながら、それとともに、県とも情報

交換をして、こうした事態に対し早急に対応できる

ような体制整備を図ってまいりたいと考えておる次

第でございます。 

 次に、地域振興会議についてでございますが、私

は市民と協働したまちづくりを行うためには、地域

に出向いて、市政について直接ご説明申し上げ、ご

意見を伺う、することが最も重要であると考えて、

この地域振興会議を、合併以来毎年開催させていた

だいておるところでございます。 

４回目となります本年度の振興会議につきまして

は、市内を８箇所に分け、１１月に開催させていた

だきました。昨年度までは夜間を中心に行っており

ましたが、より多くの方に参加していただくための

試みといたしまして、香々地地域、都甲地域、河内

地域の３箇所につきましては、日中の午後２時から

の開催をいたしました。本年度は４５５名もの方々

にご出席をいただきまして、市民の皆さんと直接活

発な意見交換を行ったところでございます。 

会議では、私から諸行事の報告、行政改革の進捗

状況、そして平成１９年度の決算状況についてご報

告し、行財政全般に対するご理解とご協力をお願い

いたしました。また、ケーブルネットワーク事業の

現状と今後の取り組みについて担当課長に説明をさ

せたところでございます。 

会議の中では、議員もご出席の真玉地区におきま

しては、椿堂や椿光寺付近に椿などを植えてお接待

を盛り上げてはどうかというお話、それからまた、

今年改修いたしました真木大堂を中心とした田染地

域につきましては、その真木大堂を中心にした面的

な観光施策をしたらどうかと、それから玉津地区の

県信跡地を核とした老人のまちづくりについてのご

意見もございました。 

大変参考になりましたので、今後、取り組みにつ

いて検討してまいりたいと思います。 

また、市が推進しておりますそばや、市の木であ

る柿を活かした特産品作りをしたらどうかというご

意見が各地から出ました。これにつきましては、市

民の皆さんの特産品作りに向けたご意見やアイデア

をいただく、提案会を来年度開催したいと考えてる

ところでございます。 

その他、高齢化により、市道等の草刈りが困難と

なっている現状をお聞きしましたので、何らかこれ

につきましても、自治会、自治委員からもご要望が

ありますので、予算措置を行いたいと思ってるとこ

ろでございます。 

地域活性化策のほかに、要望があった地域で、市

長ではなくて課長による懇談会を開催してもどうか

という話が出ました。これについても、要望のある

地域については、要望される課長が出向いてそのご

説明をしていくことも検討したいと思っております。 

今後につきましては、皆さん方にいただきました

貴重なご意見を市政運営に活かしながら、市民と協

働したまちづくりを行っていきたいと考えてるとこ

ろでございます。 

その他の質問につきましては、担当課長に答弁さ

せますので、よろしくお願いします。 

○議長（中山田健晴君） 市参事兼総務課長佐藤良

雄君。 

○市参事兼総務課長（佐藤良雄君） 自治会の統合

結果についてお答えいたします。 

 自治会の統合につきましては、合併協議会におい

て効率的な自治組織を構築するため、小規模自治会

の統合、再編をできるだけ合併前に行うと決定され

た事項でございます。 

取り組みの経過についてでありますが、合併前に

２０９あった自治会では、一堂に会するような会議

の開催が困難であることや、自治委員の事務量の格

差、自治委員選出が困難であることなど、様々な問

題が生じておりました。これらの問題を解消するた

めには、効率的で安定的な自治組織の構築が必要で

あり、県内の各市の状況を参考に、１自治会当たり

１００戸単位が適当であるとの結論に達しました。 

このようなことから、第一段階として、平成１６

年度から、まずは３０戸未満の小規模自治会の統合

に取り組み、各自治会のご理解、ご協力のおかげで、

現在では１６３自治会になりました。さらに第二段

階といたしまして、行政改革の取り組みの中で、平

成２６年度までに１００戸単位の自治会への統合や

再編成を考えており、今後も自治会への働きかけを

行っていく考えでございます。 

統合のメリット、デメリットについてであります

が、メリットとしては、先程取り組みの経過の中で

申し上げました、諸問題の解消と効率化が図られま

した。一方、統合した自治委員の皆さまには、配布

文書の増加やとりまとめの地域の拡大等の負担が増

えたという点で、ご迷惑をおかけいたしております

が、今年からケーブルテレビや告知端末の使用を開

始いたしましたので、現在、文書削減やグループ告
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知放送の推進により、自治委員の業務改善に努めて

いるところでございます。 

次に、統合に応じた自治会とそうでない自治会の

対応についてでありますが、統合に応じていただい

た自治会に対しましては、平成１７年度と１８年度

に自治会統合推進交付金を支給いたしました。 

今後の自治会統合の推進につきましても、何らか

の対応を考えていきたいと思います。 

次に、限界集落についてでありますが、限界集落

とは、過疎化などで集落人口の５０パーセント以上

が６５歳以上の高齢者となり、集落の活動や冠婚葬

祭など社会的共同生活の維持が困難になった集落の

ことを示す概念だといわれています。 

この集落の単位の定義は、国土交通省や県の調査

においては、行政区単位となっており、農林水産省

の調査では農業集落単位となってます。現在のとこ

ろ明確な定義づけがありません。また、限界集落に

対しましての補助はございませんが、今後、国や県

から何らかの対策が出てくることが考えられますの

で、これへの対応を考えていきたいと思います。 

また、市民タクシーの運行やケーブルネットワー

ク事業は限界集落対策の一環であると考えています。 

また、本年５月３０日付で自治委員会連合会から、

道路施設等の維持管理についての要望書が提出され

ています。これは地区の過疎化及び高齢化により道

路施設等の作業が困難になりつつあるとの現状の中

から出てきたものでございます。この要望に対しま

しては、現在、制度設計を含めて関係課で検討して

るところでございます。 

以上であります。 

○議長（中山田健晴君） 税務課長尾造正直君。 

○税務課長（尾造正直君） それでは、急速な景気

後退での進出企業の現状と市税の状況についてお答

えします。 

 まず税収面での影響についてでございますが、議

員ご案内のとおり、日本経済の景気後退が深刻化す

る中、企業の求人倍率の低下や雇用形態の変化など

により、地場企業の業績が下方修正されるなど、地

域の雇用にも影を落としているところでございます。

本市の市税につきましては、固定資産税にはあまり

影響はありませんが、法人市民税が昨年同期と比較

いたしますと減少傾向となっております。住民税に

つきましても、本年度には影響はないものの、従業

員の残業の自粛、二交替、三交替から日勤への切り

替えなどによる人件費削減などにより、次年度以降

に影響が予想されるところでございます。 

 今後も、企業の業績による市税の変動が考えられ

ることから、さらに自主財源であります税収の確保

に向け、鋭意努めてまいりたいと考えているところ

でございます。 

 次に、固定資産税の償却資産についてですが、平

成２０年度税制改正で、減価償却資産の資産区分の

集約化及び法定耐用年数の見直しが行われたことに

伴い、固定資産評価基準の一部改正が本年９月２２

日付で行われました。特に機械及び装置については、

従来の３９０区分が５５区分に集約されております。

固定資産税においては、平成２１年１月１日に所有

している個人、法人の償却資産について適用され、

平成２１年度課税に反映されます。今回の改正によ

り、耐用年数が長くなった場合は減価償却率が下が

るため、課税標準額は高くなり、税額は大きくなる

わけです。逆に、耐用年数が短くなった場合は税額

が少なくなります。 

 固定資産税のそれから税率につきましては、本市

では地方税法３５４条に定められております標準税

率１．４パーセントを適用しており、今後とも現行

の税率を適用してまいりたいと思います。 

 なお、償却資産の課税標準となるべき額が１５０

万円未満の場合は、免税点未満となり課税すること

ができないこととなっております。 

 以上であります。 

○議長（中山田健晴君） 商工観光課長桑原茂彦君。 

○商工観光課長（桑原茂彦君） 川原議員の市とし

ての地元企業と商店への対応についてお答えいたし

ます。 

 議員ご案内のとおり、世界的な金融危機の深刻化

や世界景気がさらに厳しい状況である中、８月２９

日に政府・与党は、安心実現のための緊急総合対策

を決定いたしました。この対策の一つとして、急激

な原油、原材料価格や仕入れ価格の高騰のため、資

金繰りに苦しむ中小企業を応援するための原材料価

格高騰対応等緊急補償制度が、本年１０月３１日か

ら平成２２年３月３１日までの時限措置として導入

されました。これは一般の補償枠とは別枠での補償

を行うセーフティネット補償の指定業種の拡大と、

対象となる要件の緩和であります。 

 また、大分県においても厳しい経済状況を受けて、

従来の制度資金に、特別枠として原油価格等高騰対

策融資が創設されたところでございます。 

 こうした状況の中で、特に国の緊急補償制度につ
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きましては、制度の導入以降、市に対する申請及び

相談件数が増加している状況にあり、現在迅速に対

応させていただいております。 

 これまで、こうした国の制度及び県の制度につき

ましては、いずれも市報やケーブルテレビにより周

知を図ってまいりました。また、商工会議所におき

ましても、今月１２月号の市報を通じて情報提供を

行っていただいているところでございます。 

 今後につきましても、市の制度融資であります中

小企業事業資金融資制度と併せ、国、県の金融施策

に関する情報を機会あるごとに提供してまいりたい

と考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 企画情報課長中嶋栄治君。 

○企画情報課長（中嶋栄治君） 定額給付金につい

てお答えをいたします。 

 政府・与党が、今次、経済対策として予定してい

る生活支援定額給付金事業につきましては、平成２

０年１１月２８日に、総務省において都道府県及び

政令市に対して説明会が行われ、これを受けて、１

２月９日に県において市町村を対象にした説明会が

行われたところでございます。 

 これによりますと、給付対象者は、基準日におい

て住民基本台帳に記録されている方々と、外国人登

録原票に登録されている方々の内一定の要件を満た

す方とされており、給付額は、世帯構成員一人につ

いて１万２，０００円、ただし、基準日において６

５歳以上の方及び１８歳以下の方については一人２

万円とされており、この給付金の全額は国から補助

されます。 

 次に、給付金の返還についてでございますが、給

付金の返還という想定はなされておりませんが、市

町村は、給付金の給付にあたり、一定の考え方によ

り、受給の辞退を呼びかけることができるとされて

おります。この場合の辞退とは、給付金の申請をし

ないということであり、当然給付金に対する市町村

への補助の対象に含まれません。 

 次に、過去の税金等の滞納に対して担保として差

し引きができるかということについてでございます

が、正式には示されておりませんが、施策の目的、

過去の臨時的な給付金の例からすると、差し引きは

できないものと思われます。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 市参事兼消防長福光博文

君。 

○市参事兼消防長（福光博文君） 火災警報器の設

置義務についてお答えします。 

 議員ご質問のように、平成１６年の消防法の改正

に伴いまして、本市においても、豊後高田市火災予

防条例の一部改正を行い、住宅火災警報器の設置に

ついて規定をしたところでございます。 

 規定の主な内容は、新築する住宅は平成１８年６

月１日から設置、既存の住宅については平成２３年

５月３１日までに設置することなどでございます。 

 罰則規定は特にありませんが、法律や条例による

義務規定となっております。 

平成１７年版消防白書によりますと、建物火災に

よる死者の内、住宅火災による死者数は８９．６パー

セントで、そのうち約６割が火災の発生に気づかな

いために逃げ遅れて亡くなるというデータが示され

ております。 

 本市における本年１月からの火災の状況は、建物

火災９件、そのうち住宅等の火災が４件でございま

して、宮町の火災では死者１人を出すという痛まし

い事態が発生いたしました。このような状況から、

市民の尊い生命と貴重な財産を守るため、火災に有

効とされる住宅火災警報器の設置促進を積極的に推

進しなければならないと考えているところでござい

ます。 

 本市のこれまでの取組状況についてでございます

が、平成１９年度自治委員総会におきまして、法律

や条例改正の趣旨等説明しながら、住宅火災警報器

の設置促進についてお願いするとともに、市報によ

る市民への周知徹底を図りました。 

また、今年１０月２９日から１週間、ケーブルテ

レビに消防本部職員が出演し、趣旨の説明や設置の

促進などについて周知いたしました。 

加えて、平成１８年度から、毎年、春、秋、火災

予防週間中の住宅防火診断で職員の戸別訪問を実施

し、住宅火災警報器の設置促進を図ってまいりまし

た。 

今後につきましても、これらの広報手段等を積極

的に活用するとともに、自治会や自主防災組織等の

会合に出向き、住宅火災警報器設置の必要性などを

説明していきたいと考えているところでございます。 

次に、器具の種類等についてですが、住宅火災警

報器は、煙が警報器に入ると音や音声で知らせる煙

式タイプと、警報器の周囲温度が一定の温度に達す

ると音や音声で知らせる熱式タイプ、加えて、耳の

ご不自由な方のために、感知すると光るタイプなど
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があります。これらを販売する業者は数多く存在す

ると考えられますが、すべて日本消防検定協会の鑑

定マーク「ＮＳマーク」が表示されていますので、

これを購入の目安としていただきたいと思います。 

同時に、消火器の悪質販売が多発してるように、

これからは住宅火災警報器の悪質販売が増えること

も予想されますので、注意喚起の広報も徹底してい

きたいと思います。 

市で器具の選定や斡旋することにつきましては、

多くの取扱業者の中から個別の業者を選定するなど

の問題もあり、現時点では困難ではないかと考えて

おります。 

○議長（中山田健晴君） １６番川原直記君。 

○１６番（川原直記君） 答弁いただきました。 

 全体を通してですね、少し感じるんですけど、新

市を合併するときもそうでしたし、今回もそうだと

思うんです。本当にそういった市民が夢を抱いてで

すね、合併も取り組んでまいりました。そうした中

で、合併をすると元栓を閉められ、それまで描いて

いた夢がかなりしぼんでしまうというような現状で

ございます。 

 それから、また、日本のあの失われた１０年とい

うことが大変大きなショックでございましたが、こ

れもようやく回復に向かったなと思った時点で、今

日の現状に至っているような状況になってまいって

おります。そうした中で、市長始め職員の皆さんの

たゆまぬ努力で、少しずつ財政改革をやってきたわ

けですが、一気にしてですね、そういったことも潰

れるような現状だと考えております。 

 そこで、順を追って再質問をしてまいりたいと思

います。 

 最初の自治会の合併の中でですね、今後、限界集

落の判断を旧自治単位でするのか、それとも新しい

自治単位、もし仮にそういった事態が起こった場合

ですね、まあ自治会で統合してないところがあると

すれば、旧自治単位でできないものか、もう一度伺

いたいと思っております。 

 それから、景気後退で税収面の税務課長のお話が

ありました。来年度が一番響くのではないかという

ことでございます。昨日の市長の話の中でも、現状

に２０億ぐらいの収入しかないのに、実際どのぐら

いの税収が減るのかということが、目途と見当がつ

けばお聞かせいただければと思っております。 

 それから、先程の減価償却資産の税率のことです。

これは国の税率で、なかなか当市だけで決められる

というようなことではないと思うんですが、ちょっ

とプリントがないとわかりにくいかと思いますが、

仮にですね、１，０００万円の機械が１月２日にあっ

たといたします。それが、いままではですね、５年

で償却できていまして、まあ仮にです、１年で２０

０万円の償却になっておりました。２００万円の償

却ということはですね、２００万円の経費を認めら

れ、仮にそれが税率が１０パーセントといたします

と、２０万円が納税者のプラスになっておりました。

それで、今度は、そのやり方でやりますと、その１

年後、次の年の１月１日には残存価格が８００万円

ということになります。それが税率が１．４パーセ

ントで１１万２，０００円という計算です。そうす

ればですね、これは払う方でございますが、差し引

き９万円弱のですね、プラスに納税者のほうがなっ

てたわけでございます。それが全部とは申しません、

１００パーセントとは申しませんが、２１年度の改

正によりまして、それが、いままで５年償却が１０

年になると。ということは、１年で１００万円の償

却しかできません。ということは、税率１０パーセ

ントとしますと１０万円の納税者のプラスです。だ

から２０万円が１０万円になるということで、プラ

スが減るということでございます。それで、今度は

反対にですね、その残存価格は翌年の１年後には、

残存価格がいままで償却が５年であれば８００万円

でありましたが、それが９００万円になるわけです。

１０年ということで。ということは、それに税率が

１．４パーセントかけられますので、支払うほうが

１２万６，０００円という計算になります。だから、

機械はそのために買うのではありませんが、いまの

不況等考えますとですね、そうした設備投資を促進

するためにも、そうしたことを改定していくべきで

はないかと思っております。実際にいままでは８、

９万のプラスになっていましたが、初年度だけ見ま

すと、２万５，０００円から３万円ぐらいの税額が

余計に出さねばならないという事態になると思って

おりますので、市長のですね、昨日の大石議員との

話でもありましたように、私は率直な意見をですね、

ぜひ市民の皆さんにお聞かせいただければと思って

おりますので、市長のそういった見解があればです

ね、いまのお話を理解して、市長がどういうふうな

考えがあるかということを率直にお聞かせいただき

たいと思います。 

 それから、３番目の地域振興会議でございます。

過去４年で、いろんな市民の方も楽しみに市長の話
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を待っている方もおろうと思いますし、今後、そう

したことも大いにまた続けていただければと思って

おります。 

 それから、先程の定額給付の問題でございまして、

最後、過去の税金や公共料金の滞納に対しては、担

保として差し引きできないというお話がありました。

これはですね、まあ一見いいようにも感じるんです

が、なんかそういったことで、実際に住んで、払う

ものは払えない、頂けるものは頂けるという世の中

の風潮がありますと、これもまた市民感情からすれ

ば、なかなか納得できないと思いますので、これに

ついても見解をもう一度求めたいと思っております。 

 それから、火災報知器でございます。これ、たま

たま地デジ放送の実現時期と重なるような気がいた

しておりますし、地デジ対応のチューナーをですね、

当初、全国で１２０万世帯に無償配布というような

ことが報じられてましたが、その後、それをもう少

し拡大して、障がい者がいる世帯や社会福祉世帯の

入所者、ＮＨＫの受信料を全額免除されている世帯

も対象に加えて、２６０万世帯ぐらいにもっていき

たいというような報道もされております。その中で

ですね、火災報知器も同じようなことに向かってい

くのではないかと思っておりますので、その辺の情

報等がありましたらお聞かせいただきたいと思いま

すし、自治会単位で共同購入するとかいう場合に、

ぜひですね、安い価格で設置できるような方法等、

消防署、市がお考えがあればお聞かせいただければ

と思っております。 

 以上です。 

○議長（中山田健晴君） 市参事兼総務課長佐藤良

雄君。 

○市参事兼総務課長（佐藤良雄君） 川原議員の再

質問にお答えいたします。 

 限界集落の定義でございますけど、先程申し上げ

ましたように、国、県の状況については、それぞれ

行政区単位や集落単位ということで、まだ明確に定

義がございません。これから、今後、県を含めて国

の関係から、そういった集落単位なのか自治区単位

なのかということでそれぞれ対応が考えられるとこ

のように思ってますから、それはその制度に基づい

てするもので、いま、旧とか新とかこちらのほうで

判断できるものではないというふうに考えてます。

そういうことで、その制度に乗ったもので対応しな

いといけないとこのように考えてるとこでございま

す。 

 以上であります。 

○議長（中山田健晴君） 企画情報課長中嶋栄治君。 

○企画情報課長（中嶋栄治君） 定額給付金に関す

る再質問にお答えを申し上げます。 

 先程ご答弁申し上げましたように、今回の生活支

援定額給付金事業につきましては、その施策の目的

そのものが、いわゆる経済対策として給付金を交付

して、生活の安定、なお地域経済の発展を促すとい

う形にされております。したがいまして、給付金を

交付するまでにつきましては、私どもから一切手が

つけられないという形になっておりますので、ご了

承いただきたいと思います。 

 特に、まだ細部にわたっての説明はなされており

ませんが、昨日の説明では、いわゆる給付金を交付

するまでについては、一切私どもでは手がつくこと

ができませんので、ご理解をいただきたいと思いま

す。 

○議長（中山田健晴君） 市参事兼消防長福光博文

君。 

○市参事兼消防長（福光博文君） 川原議員の再質

問にお答えしたいと思います。 

 感知器について、自治会等で、単位で購入できな

いかということなんですけども、いろいろとこうあ

りますので、消防団等とも検討していきたいと思っ

ております。 

○議長（中山田健晴君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） 償却資産に対するご質問で

すけども、正直言って、私まだよく理解ができてな

い、ありません。そういう面で、いまちょっと聞い

たんですけど、わかりませんので、これはまたよく

検討して、どういう判断をするかというのをさせて

いただきます。 

 それから、税収がどうかということでございます

が、これはなかなかわからんことであります。特に

誘致企業について申し上げますと、現実には、法人

市民税をもらってるのは少なかったわけであります。

今年操業開始が多いわけでありますから、そういう

面で、来年度以降に増えるであろうと思ってたもの

が増えなかったということ、そうしますと、いま現

在平成２０年度との差としては、これは全体ですか

らわかりませんけれども、いま、新聞紙上で騒がれ

てるような、元々税収が２０億しかありませんし、

そういう面の中では、もうそんなに差はないだろう

と思う。まあ減ることは減るだろうと思いますけど

も、ある意味においては、増えるだろうと思ったの
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がほとんど増えないで、また減るということになる

と思いますので、トータルとしては、一般的にこう

いう不況の時ですから減るだろうと思いますけれど

も、そういう面で、中核工業団地に進出した企業さ

んからのは、ただ、固定資産税につきましては、ほ

とんどこれについては３年間のあれがありますので、

これは７割は交付税の中に入ってくるだろうと思っ

ています。そういう意味で、予想はできませんけれ

ども、減るとしてもそんなに減らないんではないか

と思っています。なかなか確かな話ができませんけ

れども、ほかのトヨタ関連のああいうところはたく

さんもらってますのでもう極端に減ると思いますけ

ど、我々のところはそこ辺のものが、まあ想像でき

ませんけども、そんなにもらってないということも

あります。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） １６番川原直記君。 

○１６番（川原直記君） 幸か不幸か、当市の場合

はですね、そういった企業城下町までにはなってな

いということでございます。日本一よかった愛知県

の豊田市やトヨタ関連の市が一番いま大変な憂き目

にというか、浮き足状態になって、税収を予定しとっ

たのが皆無になる事態も考えられるというようなこ

とも報道されております。今後、そういった進出企

業も大事なほうでございましょうけど、まあ地元の

こつこつと永遠に築いていただきましたこれまでの

いろんな第一産業含め、サービス業等々、地元のそ

ういった産業にもぜひ温かい目を向けていただきま

して、今後の市政発展のためにぜひご尽力いただけ

ればと思っております。 

 以上で質問終わります。 

○議長（中山田健晴君） 一般質問を続けます。 

 ３番安達 隆君。 

○３番（安達 隆君） ３番議席の安達でございま

す。豊後高田市における最重要課題である火葬場建

設について一般質問を行います。 

 市長は、９月議会での答弁の中で、「人生の終焉の

場としてふさわしい新火葬場の建設は、市民の皆さ

んが強く要望しております最重要課題の一つであり

ます。数箇所の新たな建設予定地のご提案を現在い

ただいており、その状況を火葬場建設候補地選定委

員会に報告をし、意見を聞いて選定に向け取り組み

たい。」と述べられました。 

 １２月２日に委員会が開かれていますが、その内

容と今後の取り組みについて明らかにしてください。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） 火葬場についてのご質問に

お答えいたします。 

 新しい火葬場の建設は、私どもも豊後高田市の最

重点課題であると認識し、これまで取り組んでまい

りました。しかしながら、皆さんご存知のように、

残念ながら、現在まで火葬場の建設用地の確保はで

きない状況でございます。 

議員ご案内のように、１２月２日に豊後高田市火

葬場建設候補地選定委員会を開催してまいりました。

今回の委員会では、現在の建設候補地と新たにご協

力いただける方々からご紹介のあった建設候補地な

ど数箇所について、近隣の地域の状況、周辺環境、

土地の形状、各葬祭場からの距離、さらに利用する

道路の状況などを提案してご意見を伺ってまいりま

した。慎重に議論をしていただき、現地調査などの

結果、安達議員からご提案いただきました、現在稼

動中の千部火葬場付近の山林と、真玉地区の山林を

火葬場建設候補地として選定をいただきました。 

選定していただいた箇所の内、真玉地区の山林に

つきましては、該当する土地について解決しなけれ

ばならない課題があり、千部の山林を優先して取り

組んでまいりたいと思っております。 

また、火葬場建設候補地選定委員会におきまして

は、本委員会を実行委員会に名称を変更してご協力

をいただけるとのご決定をいただきましたので、こ

の実行委員会にご協力をいただき、取り組んでまい

りたいと思っております。 

今後は、関係する近隣の自治会や土地所有者の方々

のご理解を得られるように、地区説明会や近隣の火

葬場の現地視察など実施して、早期完成に向けて努

力してまいりたいと考えてる所存でございます。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） ３番安達 隆君。 

○３番（安達 隆君） 私は、３月議会から一貫し

て、千部の地が適地ではなく最適地であると主張を

してきました。それは歴史的そして観念的な背景が

あるからです。何度も申し上げてるように、千部の

地には高田最大の墓地群があり、戦後、戦没者を供

養すべく観音堂が建てられ、昭和４７年には何ら違

和感もなく火葬場が建てられ、現在に至っています。 

 さらに、先般行われた若宮八幡大祭での御神輿に

あっては、昔から、陸の担ぎ手は来縄の男衆、川の

担ぎ手はその他の男衆と分けられていました。今流
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に言えば、差別ともとれますが、地域そして住民ま

でもが若宮八幡の領域であったからと思われます。

千部を含む来縄地域が、由緒正しい霊場として旧高

田町の住民の心に染み付いていると言わざるを得ま

せん。来縄地区は河内、田染、大田村、杵築、そし

て大分空港へと続くバイパス的農道が通っておる中

で、ある意味、豊後高田市の玄関口としてあります。

そういった中で、基盤整備が他の地域に比べて非常

に遅れています。地域の基盤整備をする中で火葬場

を新設すべきと私は主張してきました。 

そういった中で、最近、千部の火葬場で、２基あ

る中の１基が火葬中に故障し、もう１基に移し替え

火葬したという不祥事が起きています。不幸事とい

うものは重なるもので、現在では高田、真玉、香々

地の三つの火葬場での掛け持ち状態になっています。

一刻も早い新火葬場を建設する必要に迫られていま

す。どうか早急な建設を強く要望して、質問を終わ

ります。 

○議長（中山田健晴君） 一般質問を続けます。 

 後藤龍太郎君。 

○１３番（後藤龍太郎君） １３番後藤です。 

 早速質問に入らせていただきます。 

 まずは、定額給付金についてであります。 

 先の川原議員の質問と重なるところもあると思い

ますが、よろしくお願いします。 

 平成２０年１０月３０日に、新たな経済対策に関

する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議が、

世界的な金融危機に伴う金融経済情勢の悪化が国民

生活に及ぼすことに対する施策として打ち出した、

生活支援定額給付金についてお尋ねいたします。 

 新聞報道等によりますと、ばら撒き批判や市町村

への丸投げなど、多くの紙面を賑わしているようで

すが、豊後高田市としての対応はどのようにするつ

もりであるのかをお尋ねいたします。 

 また、話題となっております所得による給付制限

はどのように考えているのか。 

さらに、現在まで判明していることでよいので、

具体的実施手続きがどのような形となるのかお示し

ください。 

次に、農林水産業の振興についてお尋ねします。 

まず、森林整備の取り組みについてであります。 

本市全体面積の半数以上を占める森林については、

適正な森林管理を行うことにより、本来森林が持つ

公益的機能が発揮されると思います。また、現在世

界的に進められています地球温暖化防止対策や、年々

林産物や農作物の被害が増加している鳥獣被害防止

対策にもその効果があるのではないでしょうか。こ

のことからも、森林整備は重要と考えますが、その

取り組みについてお尋ねします。 

次に、市内広域観光を推進する中で、本市の自然

景観や地域食材を使った料理、農業体験や漁業体験

などの交流体験も広くＰＲすべきではないでしょう

か。これまでのグリーンツーリズムやブルーツーリ

ズムの取り組みと成果についてお尋ねします。 

以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、私のほうから定

額給付金についてお答えをいたします。 

 先程川原議員にもご答弁申し上げましたとおり、

政府・与党が経済対策として予定をしている生活支

援定額給付金事業につきましては、昨日の１２月９

日に県において説明会が行われたところでございま

す。 

本市の定額給付金事業への対応につきましては、

庁内情報の管理や住民ＰＲを所管する企画情報課を

担当主管として、担当部署を新設することとし、す

でに１２月８日付で事務組織を強化するため、国体

推進課職員７名の兼務発令をいたしたところでござ

います。併せて、住民対応の窓口であります市民課、

真玉及び香々地市民センターに加え、給付経理及び

現金の管理等について、会計課と連携させて事業に

対処し、安全、迅速な給付金交付に努めてまいりた

いと考えております。 

次に、所得による給付の制限につきましては、国

の方針も差異を設けないことを基本とするというこ

とになっておりますので、本市におきましても行わ

ない方向で実施したいと考えております。 

定額給付金事業は、短時間に大量の事務を処理す

る必要がございます。本事業の実施につきましては、

議員各位のご協力をお願いする次第でございます。 

その他の質問につきましては、担当課長に答弁さ

せますので、よろしくお願いします。 

○議長（中山田健晴君） 企画情報課長中嶋栄治君。 

○企画情報課長（中嶋栄治君） 定額給付金の具体

的手続きにつきましてお答えいたします。 

 １２月９日に県で行われました説明会によります

と、事業の実施主体は市町村で、事業の実施に要す

る給付費の総額及び給付に係る事務費は全額国が補

助するとされております。 

給付対象者は、基準日において住民基本台帳に記
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録されている方々と外国人登録原票に登録されてい

る方々の内、一定の要件を満たす方であり、特に対

象とする外国人の具体的範囲につきましては、今後

さらに検討を行うとの方針が示されております。 

 基準日につきましても、現在平成２１年１月１日

または２月１日のいずれかで検討中とされておりま

す。 

 なお、給付金の受給権者は、その者が属する世帯

主とされております。 

 給付額は、世帯構成者一人につき１万２，０００

円、ただし、基準日において６５歳以上の方及び１

８歳以下の方につきましては一人２万円として世帯

ごとに算出される額でございます。 

申請及び給付の作業につきましては、郵送申請方

式、窓口申請方式及び窓口現金受領方式の三つの方

式の組み合わせで行うこととされております。 

郵送申請方式は、まず市町村が定額給付金の申請

書を受給権者宛に送付します。次に、受給権者は申

請書に振込先口座も併せて記入し、本人確認書類の

写しと併せて市町村に郵送します。市町村は、送付

された申請書の内容を確認して、給付を決定し、指

定された口座に給付金を振り込むものです。 

窓口申請方式は、受給権者に対する給付金申請書

の郵送は、郵送申請方式と変わりませんが、給付金

の申請を市町村の窓口で行うもので、給付金の申請

と振込先口座届出を内容とする申請書を市町村の窓

口に本人確認の書類と併せて持参します。窓口で提

出された申請を確認受理し、後日指定された口座に

給付金を振り込むものでございます。 

窓口現金受領方式は、窓口申請方式に加えて、窓

口で現金を給付する方式であります。 

給付開始日は市町村が決定することとなりますが、

年度内の支給を目指すものとされ、給付金の申請期

限は受付開始から３ないし６ヶ月以内とされており

ます。 

今後想定される事務の流れにつきましては、まず

定額給付金受給者リストの作成、受給権者である世

帯主に申請書類の郵送、受給権者から申請書類等の

受理、会計手続き、給付金の入金交付となると考え

ております。 

具体的スケジュールにつきましては、現在まで検

討中とされている事項も多く、また、国の予算との

関係から未定でございますが、まず、給付金対象者

の情報の基本となる住民登録を正しく行っていただ

くことや、昨今多発しております振り込め詐欺の防

止対策の広報を行ってまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 農林振興課長井上晃一君。 

○農林振興課長（井上晃一君） 森林整備事業の取

り組みについてお答えいたします。 

 森林は木材供給のみならず、国土保全、水資源の

涵養、自然環境の保全・形成等の公益的機能を有し、

社会に重要な役割を果たしております。近年、地球

温暖化による様々な影響が指摘され、地球規模での

早急な対応が求められています。 

 国は、先に批准されました京都議定書の目標達成

のため、地球温暖化の主要因とされる温室効果ガス

抑制のため、吸収源対策として森林等の整備に力を

入れております。また、本年５月に間伐特別措置法

の制定を行い、美しい森林づくり基盤整備交付金制

度が創設されたところでございます。 

 本市における森林や竹林の整備につきましては、

これらの新制度の活用を含め、西高森林組合との連

携のもと様々な事業を実施しております。 

 まず、スギ、ヒノキ等の人工林につきましては、

間伐とそれに必要な作業路の整備に対し、国及び県

の補助事業に市独自の上乗せ助成を行うとともに、

美しい森林づくり基盤整備交付金制度を活用し、受

益者の負担軽減を図りながら積極的に推進しており

ます。 

 これらの事業や制度を活用した結果、本年度は約

１８０ヘクタールの間伐を予定いたしております。 

 また、市内には荒廃した竹林が多く存在すること

から、荒廃した竹林の解消とタケノコ生産による農

林家の所得向上を図るため、市独自の竹林整備活用

事業を新たに実施しております。本年度は当初見込

みを上回る農林家の方々からの申し込みがあり、本

議会に補正予算をご提案しておりますので、よろし

くお願いいたします。 

 また、平成１８年度より、県民税としてご負担を

いただいております森林環境税の提案型事業を活用

し、地域が主体となって行う里山の整備を市内各地

域で実施いたしております。本事業により、森林の

役割や地球環境に対する意識の高揚にも務めている

ところでございます。 

 一方、近年、鳥獣害が増加している要因の一つに、

森林の荒廃が指摘されておりますが、イノシシやシ

カ等による農作物被害の抜本的な軽減対策を講ずる

ため、本年１０月に豊後高田市有害鳥獣被害防止対

策協議会を発足いたしました。本協議会では、被害



１２月１０日 

- 37 -  

防止のための啓発活動、狩猟免許取得のための講習

会の実施、箱罠の導入、また捕獲した鳥獣の肉を有

効利用するための処理場整備等を実施する計画にし

ており、鳥獣害対策の取り組みを強化していきたい

と考えております。 

 今後とも、森林や竹林の整備に積極的に取り組み、

これらが本来持つ公益性が発揮されるよう務めてま

いります。 

 次に、ツーリズムの取り組みと成果についてお答

えいたします。 

 本市のツーリズムの推進につきましては、豊かな

自然景観や文化遺産、特色ある地域食材を活かした

農林漁業の連携による滞在型交流、体験交流の場と

して、農山漁村の活性化につながる取り組みと位置

づけております。 

 まずグリーツーリズムの取り組みでありますが、

平成１８年度に農林漁家民宿の許可を受けた農家が

中心となって、豊後高田市グリーンツーリズム推進

協議会を設立いたしました。協議会では統一パンフ

レットの作成や農業体験メニューの検討、地域食材

を使った料理研究などの活動を行ってきました。 

 また、１８年度から国東市と合同で北九州市の中

学校を中心とした農山漁村体験学習の受け入れを実

施しており、本市の受入れ実績は、１８年度１校５

５名、１９年度３校１７３名、２０年度１０校５３

８名と、年々増加しております。来年度につきまし

ても、すでに９校の予約を受けてるところでありま

す。 

 このような農山漁村の自然と生活体験が教育の場

としても評価され、平成２０年度から農林水産省、

文部科学省、総務省の３省連携による新たな子ども

農山漁村交流プロジェクトが始まりました。これは

全国の小学校で１週間程度の長期の農山漁村宿泊体

験を進めるというもので、当市におきましてもこの

事業への取り組みを検討してるところでございます。 

 現在の農泊許可戸数は旧香々地町３戸、旧真玉町

１戸、旧豊後高田市１５戸の計１９戸で、受け入れ

による経済的効果も大きく、所得向上につながって

おり、新たなビジネスとして今後とも期待されると

ころでございます。 

 次に、ブルーツーリズムの取り組みでございます

が、香々地地域におきまして、平成１８年度に商工

会青年部と漁協青壮年部が中心となって、香々地漁

業活性化協議会を設立し、現在は香々地ツーリズム

協議会として、都市漁村交流と滞在型の観光地づく

りによる地域活力の創造を目指した取り組みを推進

いたしております。本協議会では、平成１９年度ま

でに遊漁船体験、かご網体験漁、桝網体験漁、建干

し網体験漁、地引網体験漁などの２３の体験メニュー

を構築し、本年度から本格的な受け入れを行うとと

もに、体験メニューの研修も行っております。 

 また、香々地特産の岬ガザミを広くＰＲするため、

香々地地域活性化事業により県外プロモーション活

動やガザミフェアの支援を行っております。本年度

は「岬ガザミ一生ツアー」と題してオーナーを募り、

交流会を実施いたしました。その結果もあり、成果

もあり、本年度から始まった「岬ガザミ祭り」には

３，０００人近い来場客があり、漁業の振興と地域

活性化に貢献できたと考えております。 

 今後はグリーツーリズムとブルーツーリズムの連

携を図りながら、農林水産業の推進と地域の活性化、

観光との連携に積極的に取り組んでいきたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） １３番後藤龍太郎君。 

○１３番（後藤龍太郎君） まず定額給付金につい

てでありますが、市は今後大きな事務負担を強いら

れることが予想されます。支給時期が、繁忙で住民

の転入転出が多い年度末に重なることも想定されま

す。通常の市民サービスに影響が出ないように体制

を整えていただくよう要望いたします。 

 次に、農林水産業の振興について再質問いたしま

す。 

 グリーンツーリズム、ブルーツーリズムの取り組

みについて、一定の成果が上がりつつあるとの答弁

がありましたが、今後、小中学生の体験学習を推進

する中で、農業漁村や漁業との連携はどのように考

えているのかお尋ねします。 

○議長（中山田健晴君） 農林振興課長井上晃一君。 

○農林振興課長（井上晃一君） 再質問にお答えい

たします。 

 体験交流の推進につきましては、農林漁業体験を

中心に、それぞれの地域で特色を活かした取り組み

を進めております。ご質問の、農林漁業との連携に

ついてでありますが、本年度初めての取り組みとし

て、豊後高田市グリーンツーリズム推進協議会と香々

地ツーリズム協議会の共催による、小学生農林漁業

体験学習モニターツアーを１０月２５日から一泊二

日の日程で、市内の小学生１９名でモデル農泊体験

を実施をいたしました。一日目は田染荘で農業体験
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をして農泊、二日目は香々地の松津でかご網漁の体

験学習をいたしました。特にかご網漁は、初めて漁

船で海に出る生徒たちに、大変いい体験ができたと、

大好評でございました。このことから、従来の農村

体験学習だけでなく、本市の地域性を活用した農業

体験、漁業体験という新しい体験メニュー化の検討

により、農林漁業者との連携を図りながら、資源豊

な海と自然豊かな農山村の連携を密にして、本市の

ツーリズムの充実発展に取り組んでいきたいと考え

ております。 

 なお、これらの取り組みを拡大するためには、農

林漁家民宿の許可を受けた農家の拡充が重点課題で

ございます。現在、農泊希望農家の募集をいたして

おりますので、農林漁業者の皆さんの今後の積極的

なご協力をお願いしたいというふうに考えてるとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） １３番後藤龍太郎君。 

○１３番（後藤龍太郎君） 市のご協力により、香々

地岬ガザミのブランド化が進み、昨年の「岬ガザミ

フェア」、今年の「岬ガザミ一生ツアー」と、大盛況

でありました。また、それに伴って、岬ガザミを求

めて遠方より来て下さるお客様で、シーズン中は料

理店や直売所はカニが間に合わないほどであったと

聞いています。今後とも、昭和の町、田染荘など等

の広域観光を積極的に推進していただくとともに、

山は豊かな海の源であります。森林整備の計画的取

組みの推進を要望し、質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） しばらく休憩いたします。 

 なお、午後１時に開会し、一般質問を続けます。   

     午後０時０３分 休憩 

     午後１時００分 再開 

○議長（中山田健晴君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 一般質問を続けます。 

 ２２番大石忠昭君。 

○２２番（大石忠昭君） 日本共産党の大石であり

ます。 

 順次一般質問を行いますが、限られた時間であり

ますので、質問に沿ってですね、明確、本当に市民

がわかることばでですね、答弁をしていただきたい

と思います。 

 最初が、この景気悪化から、国民の生活を守る問

題についてであります。いま、景気悪化を理由に、

大企業、大銀行が競い合って、大規模な労働者の「首

切り」「雇止め」を進め、中小企業を下請単価で買い

たたき、そして貸し渋りや貸しはがしで倒産に追い

込むといった事態が進んでおり、全国で大きな社会

問題となっています。ばくち経済によって作られた

景気悪化のツケを国民に回すこと、この大企業の身

勝手は絶対に許されません。いま、政治はあらゆる

手段をつかって責任を果たすべきであります。 

 大分県では、解雇される労働者の数は、政府の発

表では全国で６番目に多いそうですが、ダイハツ関

連誘致企業あるいは電機産業の関連誘致企業の多い

豊後高田市の企業には、影響が今後大きく出て来る

んではないかということが懸念されます。そこで働

く労働者や、そしてこの影響を受ける中小零細業者

をどう守っていくのか、その対策について市長の見

解を求めたいと思います。 

 次は、中核工業団地や美和工業団地などなど工業

団地に企業誘致が進みましたけれども、この市の財

政の影響についてです。一般論としましては、先程

の川原議員の審議の中でよくわかりましたので、こ

の点については１点だけに絞って質問したいと思い

ますので、それだけ答えてください。 

 それは、全国で問題になっておりますように、特

に国東市が大きな問題なんですけれども、派遣労働

者が多い地域については、住民票をその地域に置い

てないと、住民基本台帳が市に登録されてない。し

かし、市では、ごみでもし尿でも下水でも、下水道

でもその人たちのために行政としては仕事をしてる

わけです。よって、法的にはその方が実質生活して

いる地域でおいては、その市町村で市税を課税でき

るということだそうですが、これまでの市の、いわ

ゆるこれ何度も議会で議論しました、そこの市役所

の近くにも派遣の寮が建ち並んでおりますけれども、

住民票を置いてない人がかなりおると聞いています

が、そういう人たちについて、課税の実態ですね、

どれぐらいそういう住民票を置いてない派遣などの

労働者が高田に居住しておって、しかし、企業の協

力を得て税金を課税してるのが何人おると、まだ今

後課税される可能性があるね、課税できる可能性が

あるのが何人ぐらいおると、今後それをどうするの

か、早急にすべきだと思うんですけれども、特に、

市長は、市税が２０億、２０億と言っていますけれ

ども、そういうものでね、これまで課税してなかっ

て、新年度から課税すれば、新たな税制収入につな

がると思うんです。それも大事な点は、１月１日現

在の実態で課税できると思うので、この１２月、残
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す期間わずかになりましたけれども、何とか１２月

中に実態調査をして、新年度から課税するという方

法をとってもらいたいと思いますが、見解を求めま

す。 

 次が地震対策についてであります。 

 ご承知のように、国の地震対策委員会は、１１月

１７日に瀬戸内海西部の周防灘断層について、大地

震の発生確率と地震の予想規模を公表をしておりま

す。報道によりますと、断層群の内山口県の周防灘

沖から国東半島北西沖に延びる延長４４キロの周防

灘断層帯では、今後３０年以内にマグニチュード７．

６程度の地震が発生確率だと、その確率が２から４

パーセントの確率度ということであります。そして

国内の断層では、発生確率の高い上位２５パーセン

トのグループに入るそうであります。豊後高田市で

は最大震度６以上の揺れや津波に見舞われることが

予想されます。この報道は市民に大きな衝撃を与え

ておりまして、市民は、今後地震が来たらどうなる

のかと、いつ地震が来るかわからんと、大変不安に

さらされているわけでありますが、市民の命や財産

を守るために、建物の耐震化や住民に対する防災意

識の向上、市の防災対策計画の見直しを進めるべき

だと思うんですけれども、市長の見解を求めます。 

 次は、同和事業の住宅の新築や改築や、あるいは

住宅の用地買収のための資金の貸付事業についてで

あります。 

 豊後高田市では約１００件の貸出し事業を実施を

してきましたが、昨年末で約６，０００万円が償還

されずにこげついています。これまで議会で何度も

議論になりまして、その都度臨戸訪問などをやって

この滞納の解決に努力をするというような表明がな

されました。当然臨戸訪問などを取り組んできたと

思うんですけれども、その中でのこのいまだに６，

０００万円ある、年度末にあったこの滞納問題につ

いての問題点をどのように掌握されてるのか。で、

今後この解決のためにどう取り組もうとしてるのか、

聞き取りの時にも述べましたけれども、これは国の

制度でできた事業、大分県の場合、特別上乗せをし

てるからなお問題なんですけれども、そのために、

私どもも国と交渉して、国のほうがもうどうしても

償還が困難ということになった場合は、国と県が補

助金を出すという制度を実施をしております。よっ

て、そういう制度などを活用して、何とかこの解決

をすべきだと思うんですけれども、市長の見解を求

めます。 

 次が、生活保護の行政についてであります。 

 前の議会でも問題にしましたが、大分県内で豊後

高田市が市民の所得実態は本当に低い状態だけれど

も、生活保護のいわゆる受給者というのはもう県内

で最も低い。申請数も県内で桁違いに低いわけです。

資料を示してもらっておりますように、年々、申請

をするけれども、本来ならば１４日以内にそれを認

可するとか、いや、却下するとかいう決定をしなけ

ればならないのに、豊後高田市の場合は、もう１４

日以内に決定せず、後回し後回しになっています。

これもう法律違反でないかと。この前、県の交渉で

議論をしまして、県もそれは法律違反だと、指導す

るということになりましたけれども、当然もう今後

は１４日以内に決定するようにしてもらいたいと思

いますが、市長の見解を求めます。 

 なお、生活保護を申請するということは、どうし

てもいま生活できないから申請するんであって、そ

の日をどう過ごしていくかということになると、生

活資金の貸出制度が社協で実施をしておりますけれ

ども、県下調べてみましても、豊後高田市では、生

活保護を申請したということで貸出しを認めていま

せん。これもやっぱり県下から見ましたら、豊後高

田は遅れています。当然やっぱりそれは、借りた金

は返すべきですから、生活保護申請者については、

このつなぎ資金を貸し出すように改善を図るべきだ

と思いますが、見解を求めます。 

 次の市営住宅の家賃問題については、まだ建設課

で充分調査がされてないそうでありますので、次に

回しまして、取り下げます。 

 次は、火葬場の問題についてであります。 

 先程安達議員の質問で、市長から答弁がありまし

て、大枠は理解できますけれども、やはり私どもこ

れは最重点課題ということになると、やはりもう少

し突っ込んだ議論をしてないと、いつ実際には用地

が決定するやら、着工できるやら、完成できるやら、

まだまだですね、非常に不安定な状況でありますの

で、質問をしたいと思うんです。 

 一つは、１２月２日に開かれました用地選定委員

会では、現在市長が、最適地、最適地と、安達議員

は、現在のとこ、市長の言う適地というよりは、千

部のほうが最適地なんだということを議論をしてき

ましたわね。だけども、その１２月２日では、市長

の言う最適地の河内地区も含めて、６地区を議題に

上げて委員会で審議をしたと。その結果、いま答弁

のあった千部地区と真玉地区と２箇所が適地という
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ことで決定されたと聞いてるんです。ところが市長

の答弁は、なんか数箇所上げてという、数箇所とい

うようにね、もう何というか数字を抽象的に出すん

じゃなくて、６箇所なら６箇所示してもらうべきで

すよ、市民の前にね。そして審議をした結果、こう

こう、こうこう、こういう理由で千部がよい、真玉

がよいと。しかしながらその２箇所もよいなんと決

めたのに、私は非常に疑問を持つんですよね。はー、

もうこの子を私の嫁にしようと思ったら、やっぱこ

の子に集中するぐらいやらないとね、こっちが悪け

りゃあっち、あっちが悪けりゃあっちやというよう

なこっちゃね、話が進まんですよ。その用地選定委

員会の会長は市長がしてるそうなんですけれども、

そういう決め方には疑問を持つんだけどもね、まあ

それはここで議論してもどうしようもならんけれど

も、ほんならね、いままでの佐野地区よりは今度の

千部地区、それから真玉地区は、どこがどう違って

ね、どういう面で今度のほうが地域の住民の可能性

やあるいは財政負担の面から見てもね、あるいは諸々、

こういう理由でこっちのほうが有利なんだと、だれ

が見てもここがもう最高の適地なんだということを

示してもらいね、やっぱり議会も共通認識に立たな

いと、地権者や周辺の皆さんにご理解やご協力をい

ただくということになりにくいと思うんですよね。

だからそこのやっぱり適地という根拠をですね、市

民の前に明らかにしていただきたい。 

 それから、何といっても地権者、この土地につい

ては、この土地というのは、千部については、いま

までの議会の議論では、何か無償で譲渡してもよい

というような声があったと思うんですけどね、そう

いうように我々は理解してよいものなのかどうなの

か、いや、それはほんの一部分が無償であってあと

は有償ということなのか、その辺もですね、ちょっ

と説明してもらって、で、その地権者の協力をいた

だくため、それから、私は無償にしよということを

私が言ってるんじゃないんですよ、どうなんかとい

うことを聞いてるんですね。 

 それから、地域の住民ということになると、これ

までごみ処理場をあそこから約１．何キロ、１．ちょっ

とのところに計画しましたわね、そしたら豊後高田

では、そのいま火葬場を建設する白石や楢林、それ

から宇佐市の立石など周辺地域住民挙げてですね、

反対運動が起こったわけですね、で、とうとう説得

しきれず断念をしたという経緯があります。それか

ら見た場合にね、やはりこの地域住民に対するこの

理解と協力を得るというのは、この苦い教訓の上に

たって、やっぱり住民から反発を受けないように、

道理を尽くしてね、理解や協力を求める活動を進め

るべきだと思うんです。その点について、今後、こ

れまで３箇所も４箇所も決めたけれども、全部住民

の反発を受けて断念をせざるを得なかった。そうい

う教訓の上に立ってですね、この今回の千部地区に

ついてはどういうような取り組みをしていくのか明

確にしてもらいたいと思います。 

 それからもう一つが大事な点なんですけれども、

いつまでに完成するかです。ご承知のように、いま

ある千部の火葬場は２基ありますけれども、１基の

左側がね故障して、１回焼いたけん焼けんやったか

ら次の窯に移すというね、半焼け状況というもうい

わゆる全国でない事態が起こったわけですね。これ

は私のとこも随分電話がかかってきますけれども、

火葬したあとに骨拾いに行ったけれども、もう頭も

足も何もかもわからん状況でね、拾え拾えっても、

拾えるような状況じゃないというようなね、一方じゃ

半こげ、一方じゃ焼け過ぎてもう灰になってしまう

ような状況、そんなの全国回ってもないですよ。だ

から、火葬場を緊急にですね、完成させるというの

はもうほんとに高田にとってはね、執行部も議会も

挙げて取り組むべき問題なんですよ。よってね、早

急にと言われたけどもね、いつまで完成する市長は

考え方なのかね、どんどんどんどん延んでいったん

ですよ。だからいまは２０年ですよ、ね、２１年度

事業の末には完成できるというのか、２２年の末に

は完成できるというのか、腹づもりですよ、やって

みなきゃわからんことですけれどもね、腹がいるで

しょう、計画が。そうすると、用地買収はいつまで

にやらないかんと、タイムリミットはいつかという

ことが明確にならんとね、地権者や周辺住民に対す

るね、やっぱ理解や協力を得るためにはね、説得力

がないんですよ。こうこう、こうこう、こういう理

由でここが一番適地と思うて、もうあんた方に協力

して求めるんやと、ね、しかも市民挙げての課題な

んで、いつまでに完成するためにはね、用地をいつ

までに決定せないかんから、もう毎日でん来るけん

何とかしてくれということでやらないとね、やっぱ

りできないんじゃないかと思うんですが、そのタイ

ムリミットね、用地買収をいつまで終わればいつま

でに完成できるのか、完成年度をいつと考えてるの

か、市長の腹づもり、考え方、緊急課題、緊急課題

というんなら、いつまでかということを市民の前に
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明らかにしてもらいたいと思います。 

 次が、水道料金の滞納問題についてであります。 

 なぜ私が今回また質問するかということは、都合

によっては次の３月も続けてやりたいと思ってるん

ですけれども、前回問題にしましたように、市長が

すべての給水者に対して莫大な経費を使って、水道

給水を停止するという文書を出したね、暴挙を繰り

広げたわけですよ。これは誤解を招いてから、申し

訳なかったという謝罪をしましたけどね、誤解で済

まされる問題じゃないんでね、そういう文書を出す

必要はなかったんですよ。無駄な経費を使うことな

かったんですよ。いわゆる悪質といわれる長期滞納

者に対して、本気であなた方が滞納問題を片付ける

ためにね、努力をしてるかが問われる問題だと思う

んですよ。それで質問したいと思うんです。 

 これまでの答弁では、督促状を出したり、あるい

は催告状を出したり、催告の電話をしたり、あるい

は戸別訪問をしたりと言われました。そんならその

結果ね、なんでこれだけの滞納になってるのか、原

因についてね、どのようにあなた方は掌握したのか。

で、今後どういう形でですね、滞納を片付けるため

に取り組むというのか、改めていまの時点での考え

方を示してもらいたい。 

 それからもう１点は、文書を出したことによって、

いくらか収納率が向上したというように認識されて

るのか、それとも平行線ということになってるのか、

効果があったというようになってるのか、その辺も

明らかにしてください。 

 もう１点は、市長の前回の答弁では、あの文書を

出して、今後給水停止するのは、いまから新たに滞

納した人に限って給水停止をするというように取れ

たんですけども、そうなのかね。それよりは、やっ

ぱり長期滞納、だれが考えても悪質といわれるそう

いう案件にこそですね、もう最後の手として給水停

止するという措置を取るべきだと思うんですよ。そ

ういう方法でも取って滞納整理に当たるべきだと思

うんですよね。その辺、大口滞納者、長期滞納者に

ついて、これまでの取り組みはどうしてきたのか、

今後どうしようとしてるのか明らかにしてもらいた

いと思います。 

 次は、教育問題についてであります。 

 文部科学省は学校図書館の図書について、補助金

ではなくて交付税措置に変えまして、平成１０年度

からまた第三次計画で大幅に予算を増やしましてね、

これもう何度も議論をしてきたことなんですけれど

も、しかしながら、１８年度、１９年度のこの予算

や決算の状況が文部科学省のホームページで公表さ

れてるんですけれども、豊後高田の場合、１９年度

を見ましても、小学校については国からもらったこ

の図書費の交付税の５２．６パーセント、中学校で

は３７．９パーセントしか実際には図書に充ててい

ない。あとは、市の財政が厳しいからということで、

ほかにですね、流用してるわけですね。これはもう

大問題なんですよね。中学校３７．９パーセントで

すよ。やっとこれ問題にしまして、２０年度では若

干増えましたね、それは図書費増やしましたけれど

も、それでも県内調べてみましたらね、この国から

もらってる金を図書費に回さず流用したという流用

の一番が宇佐市、県下１８市町村の中で２番目が豊

後高田市なんですよね。あなた方は教育のまちだと

いろいろ言ってますけれどもね、やっぱこの教育に

組まれてる国の予算をよそに回すと、昭和の町に回

すということは許されない問題だと思うんですよ。

だからよって、２１年度いま予算編成をしています

が、何とか国から交付される図書費は全額小中学校

の図書費に充てるべきだと思うんですけれども、新

教育長の見解を求めます。 

 それから、小中学校の入学時の保護負担の問題な

んですけれども、小学校に入るときも、中学校に入

るときにも、まあ教材としての算数セットや鍵盤ハー

モニカ、粘土セットなどなどですね、あるいは制服

からランドセルから、相当な金がかかりますわね、

不景気の中ですから、これは大変な問題なんですよ。

だから教育のまちにふさわしいように、市長が子育

て子育てと言うんならば、子育て支援と言うんなら

ば、何とか豊後高田では色をつけてね、小学校や中

学校に入学するその保護者の負担を軽くするような

措置ができないか、見解を求めます。 

 それからもう一つは、副読本などのですね、負担

が随分こう減らしてきましたけど、まだまだ豊後高

田残ってます。合併前と合併後でもまたいろいろ問

題が起こってるようですけれども、何とか年次計画

を作ってでも、基本的には副読本などはすべて公費

で負担をすると、保護者負担を軽減するために努力

をすべきだと思うんですけれども、見解を求め、１

回目の質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） 私からは、地震対策につい

てお答えをいたします。 

 本年１１月に、国の地震調査委員会から、周防灘
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断層帯が活動した場合、規模がマグニチュード７．

６程度で、本市、宇佐市、中津市において震度６強

以上の地震が発生し、１メーターの津波があると発

表されました。県におきましても、すでに周防灘断

層帯を震源とした調査を実施しており、この調査結

果に基づき、被害をいかに軽減するかという地震防

災アクションプランの策定に着手してるとこであり

ます。このアクションプランは、周防灘断層帯など

で大規模な地震が発生した場合に想定される被害を、

今後１０年間で半減させることを目標とし、平成２

０年度内の策定予定となっています。具体的には、

住宅の耐震化や消防力の強化などが盛り込まれてい

る見込みでございます。 

 本市におきましては、県が策定するアクションプ

ランを参考とし、被害の軽減対策を講じるため、来

年度から防災計画の見直しを検討してまいりたいと

考えているところでございます。 

本市の地震対策につきましては、平成１８年８月

に、東南海・南海地震の発生による津波を想定した

総合防災訓練を実施いたしました。市内沿岸部の地

区住民、消防団、別府陸上自衛隊などに参加をいた

だき、各種訓練を行い、市民の防災意識の高揚と関

係機関との連携を図ってきたところであります。 

また、各地区におきましては、自分たちの地域は

自分たちで守るという理念のもと、自主防災組織を

結成し、地域防災訓練の実施や地区独自で避難所の

整備などをしていただいております。 

昨日は、荒尾老人クラブを対象とした防災研修を

実施し、本日も、夜７時から新町２地区で救命講習

や防災研修などの地域防災訓練を実施することと

なっております。 

地区の発電機や投光器などの防災用資機材につき

ましては、国の補助金等を活用しながら整備をして

おり、計画に沿って順次整備をしてまいりたいと考

えているところでございます。 

昨年１月には、県内多くの市に先駆けまして、万

が一に備え、市内１１の企業や団体と災害時協力協

定を締結したところでございます。この協定により、

大規模災害が発生した場合に、食料、医療品の提供、

復旧協力などを優先的に提供していただくことになっ

ており、万が一に備えた大変心強い支援をいただけ

るようになったところでございます。 

また、本年６月からケーブルテレビの運用を本格

的に開始し、市民チャンネルや告知端末により防災

情報を提供できる環境がすでに整ったところでござ

います。現在は、ケーブルテレビ未加入者や畑仕事

など外で作業をしている方にも防災情報を提供でき

るように、屋外拡声器の整備を進めており、本年度

中に完成する予定でございます。 

耐震化につきましては、将来を担う児童生徒が一

日の大半を過ごす場所であり、かつ災害発生時には

地域の避難所としての機能も有する小中学校の耐震

化を最優先に取り組んでまいりました。本年、中国

四川省の大地震等を受けて、国においては本年度か

ら学校施設の耐震化の促進をいたしております。本

市では、これに先駆けまして、平成１８年度には昭

和５６年以前に建築した校舎と体育館の耐震診断を

完了させ、改修につきましても、昨年度、桂陽小学

校の教室棟及び体育館について補強しましたところ

でございます。 

現在のところ、本市の学校の耐震化率は７８パー

セントでありまして、県下でも高い水準となってお

ります。さらに、今年度は高田小学校の実施設計を

すでに委託しており、来年度から２ヶ年計画で、校

舎や体育館等の耐震工事を実施することとしてると

ころでございます。 

また、大規模地震における消火、復旧など防災に

係る業務の拠点である消防の新庁舎の建設につきま

しては、現庁舎の老朽化が進んでおりますので、今

年度基本設計をすでに委託し、早期完成に向けて来

年度実施設計を委託する予定でございます。新庁舎

建設によりまして、消火活動や緊急、急病者の搬送、

そして災害発生時の迅速な対応などに、さらに万全

を期したいと考えてるところでございます。 

今後につきましては、地震を含めた自然災害に備

え、地域での取り組みや市の防災対策の強化を推進

し、もしものために対応できる、市民が安心して暮

らせる災害に強いまちづくりに務めてまいります。 

その他の質問につきましては、教育長及び担当課

長に答弁させますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（中山田健晴君） 教育長河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君） まず、学校図書の充実に

ついてお答えいたします。 

 学校図書館の図書整備につきましては、昨年度に

文部科学省において学校図書の充実に向け、新たに

学校図書館図書整備５カ年計画が策定されたところ

であります。また、本市では、昨年３月に策定した

子ども読書活動推進計画に沿い、市内の全家庭にお

ける子ども読書活動に関するアンケートを実施し、

その調査結果をもとに読書活動の日常化を推進して
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いるところでございます。具体的には、各小中学校

において朝読書の実施や、読み聞かせグループや保

護者による読み聞かせ活動等、読書活動の推進を図っ

てるところであります。 

本年度につきましては、こうした計画や活動の趣

旨を尊重する中、学校図書の購入に係る予算の増額

を行ったところであります。読書活動は、子どもが

ことばを学び、感性を磨き、表現力を高め、想像力

を豊かなものにしていくためには欠かせないもので

あります。今後につきましても、子どもたちが読書

活動を行う意欲を高め、進んで読書を行う態度を養

い、生涯にわたる読書習慣を身につけることができ

るよう、厳しい財政状況の中ではありますが、教育

のまちとして予算の充実に最大の努力をしてまいり

ます。 

次に、義務教育費の保護者負担の軽減につきまし

てお答えいたします。 

まず、小中学校の入学時の保護者負担の軽減につ

いてでありますが、小学校で使用するものを準備す

るにあたり、学校がお世話をして入学時に購入して

いただいているものであります。購入品目は算数セッ

トや学習帳、連絡袋、体操服や上靴などであり、各

学校で、品目、徴収金額も異なりますが、平均する

と１万４，０００円程度であります。 

次に、中学校入学時につきましては、教材費で年

間平均で１万７，０００円程度の負担となります。

徴収方法につきましては、月数で割り、分割して徴

収いたしております。また、生活関係では、平均５

万７，０００円程度となっております。これにつき

ましては、中学校生活で必要な制服、体操服、体育

館シューズなどであります。 

なお、児童生徒の学校生活及び学習活動について

は、学校と保護者の理解と協力の下で行われている

ものであります。現段階では、現状で行いたいと考

えておるところです。 

教育委員会といたしましても、これらの学校での

教材費や生活関係費につきまして、なるべく負担を

少なくするよう指導し、現在に至っています。なお、

生活が困難な家庭におきましては、就学援助費を支

給し、補助を行っているところでもあります。 

次に、小中学校の副読本などの保護者負担の軽減

につきましてお答えいたします。 

市内の各小中学校で統一して使用されている副読

本につきましては、小学校では「みんなの体育」、「道

徳の副読本」、「私たちの豊後高田市」、「私たちの安

全読本」、「楽しい読書」、中学校では、「体育実技」、

「道徳の副読本」、「ことばの決まり」、「学級生活」

があります。これらにつきましては、すべて市費負

担で購入を行っています。 

なお、購入方法といたしましては、学校備え付け

のものと個人持ちのものがあり、学校備え付けの副

読本につきましては、今年度で整備が完了いたしま

した。個人持ちの副読本につきましては、今後も毎

年市費で購入していきます。 

なお、副読本の購入にあたりましては、各学校と

協議をしながら購入を行っており、充実した教育環

境づくりに努力しているところでありますので、何

とぞご理解くださいますようよろしくお願いいたし

ます。 

以上であります。 

○議長（中山田健晴君） 商工観光課長桑原茂彦君。 

○商工観光課長（桑原茂彦君） 景気悪化から国民

生活を守る対策についてお答えいたします。 

 議員ご案内のように、世界的な金融危機の深刻化

や世界景気の悪化により、国内においては雇用情勢

を含め、景気の状況がさらに厳しいものとなってお

ります。また、近時における急激な原油、原材料価

格の高騰のため、充分な価格転嫁を行うことが難し

い下請業者を始めとする中小企業者は、厳しい経営

環境におかれています。 

議員ご質問のダイハツ関連の誘致企業など、豊後

高田市の企業に対する影響についてですが、比較的

人員削減の少ない大分キヤノンマテリアル関連企業

と自動車関連企業の中でも、わずかな減産となって

おりますダイハツ九州向け企業がほとんどでありま

すので、川原議員のご質問に市長よりご答弁申し上

げましたように、現時点では影響は少ないとお聞き

いたしております。しかしながら、経済情勢が非常

に厳しい今日の状況でありますので、こういった事

態が生じた場合は、企業やハローワーク、大分県と

の連携を密にしながら、早急に対応できるような体

制整備を図ってまいりたいと考えております。 

また、中小零細企業や労働者を守る対策について

ですが、国の緊急補償制度や県の融資制度、市の融

資制度等併せ、市報やケーブルテレビ等を通じて、

多くの中小企業者へ周知を図ってまいりたいと考え

ております。 

以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 税務課長尾造正直君。 

○税務課長（尾造正直君） それでは、大石議員の
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派遣労働者の質問についてお答えいたします。 

 派遣社員等で住民票を置いていない人でも課税で

きるのではないかとのことでございますが、課税に

つきましては、地方税法２９４条第３項においてで

す、住民基本台帳に登録されていなくても、１月１

日現在の住所地及び生活の本拠地の市町村が課税す

ることになっております。平成２０年度で本市に住

民登録なしの課税者数は６４名でありますが、中核

工業団地等には、まだこのほかにも派遣社員が働い

ている現状であるため、先日、派遣会社３社を訪問

いたしまして、単身で会社の社宅、寮などに入居さ

れている方々については、豊後高田市に課税権があ

ることを説明しまして、給与支払報告書を本市に提

出していただくようお願いしたところでございます。 

 それから、今後の課税の可能性のある人について

はということでございますが、派遣会社に実態に即

した給与報告をお願いしていることから、１月末日

までのいわゆる給与の報告期限となっておりますん

で、その１月末の段階で派遣会社あるいは会計事務

所関係に確認してまいりたいというふうに思ってお

ります。 

 日本経済の景気後退が予測される状況下の中で、

雇用についても大変厳しい状況でございますが、今

後とも課税客体の把握に努め、自主財源の確保に努

めてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 建設課長河野義雄君。 

○建設課長（河野義雄君） 同和事業についてお答

えいたします。 

 現在、新築資金等の滞納者は１８名であります。 

そのうち本人の死亡は１１名、自己破産をした方は

１名であります。また、相続人には相続放棄手続を

とっているものがあることや、保証人の死亡等もあ

り、滞納徴収は困難となっております。 

住宅新築資金等の滞納整理につきましては、現在

も臨戸訪問を重ねておりますが、回収額は少額で、

実績は上がっておりません。今後とも本人、または

相続人、保証人に対して貸付金の請求をしてまいり

たいと考えております。 

また、貸付金の回収方法につきましては、これま

でどおり、市にて対応してまいります。 

償還推進助成制度の活用につきましては、今月中

に県による制度の改正の説明会が開催されますので、

これを受けて検討してまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 福祉事務所長安東良介君。 

○福祉事務所長（安東良介君） 生活保護について

お答えします。 

 生活保護制度は、我が国最後の公的救済制度と位

置づけられており、援助を必要とする人の実状、実

態に即応し、実施されることが原則となっておりま

す。生活保護法第２４条第１項において、生活保護

者から保護の開始の申請があったときは、保護の要

否、種類、程度及び方法を決定しなければならない

と規定されています。また、同法第２４条第３項に

おいて、保護の決定は１４日以内にしなければなら

ないと規定されていますが、資産調査及び扶養調査

などに日数を要するなど特別な理由がある場合は、

３０日まで延ばすことができることとなっておりま

す。本市におきましても、資産調査及び扶養調査な

どに日数を要し、保護の決定について１４日を超え

る場合があります。しかし、すべての要保護者に対

し、３０日以内にて保護の決定を行っているところ

でございます。 

今後につきましても、適正かつ確実な保護を実施

するために、可能なかぎり迅速に調査を行い、保護

の決定を行うように務めてまいります。 

次に、つなぎ資金の取り扱いについてでございま

すが、保護申請後、保護の決定までの間、日々の生

活に困窮した要保護者への生活支援策とし、社会福

祉協議会を窓口として貸し付けを行っております。

今後につきましても、国の法定受託事務である本制

度の運用実施にあたっては、セーフティネット最後

の施策であることを充分理解し、適正実施に務めて

まいりたいと考えております。 

以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 市参事兼環境課長水江義

和君。 

○市参事兼環境課長（水江義和君） 火葬場につい

てお答えいたします。 

 先程の市長の安達議員のご質問に答弁いたしまし

たとおり、適地と判断した根拠につきましては、近

隣の土地の状況や周辺環境、土地の形状、各葬祭場

からの距離、さらに、利用する道路の状況などを提

案して、慎重にご議論いただき、現地調査などの結

果、千部火葬場付近の山林と真玉地区の山林を火葬

場建設候補地として選定をいただきました。 

 選定いただきました箇所の内、真玉地区の山林の

該当する土地につきましては、解決しなければなら

ない課題があり、千部の山林を優先して取り組んで
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まいりたいと思います。 

 次に、関係者への協力を得るための取り組みにつ

きましては、関係します近隣の自治会や土地所有者

の方々のご理解を得られるように、地区説明会や近

隣の火葬場の現地視察などを実施して取り組んでま

いりたいと思います。 

 また、候補地が無償かどうかにつきましては、今

後地権者の方にご理解とご協力をお願いする中で協

議してまいりたいと思います。 

 次に、用地確保の期限につきましては、地権者や

自治会関係者との協議を慎重に対処しながら、でき

るだけ早い時期に用地の確保を可能にして、早期着

工、早期完成に向け取り組んでまいりたいと思いま

す。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 水道課長甲斐好信君。 

○水道課長（甲斐好信君） 水道料金滞納の原因と

今後の対策についてお答えします。 

 水道料金の収納につきましては、納付書による現

金納付または口座振替により取り扱っております。

その中で、料金を納入されない方、長期大口滞納者

につきましては、催告書や戸別訪問などにより自主

的な納入をお願いをしてきたところでございます。

しかしながら、自主的な納入を促すだけでは何ら反

応がなく、滞納状態が長期にわたるケースが出てま

いりました。諸般の経済情勢の中、水道利用者のほ

とんどの方が料金を期限内に納入していただいてい

るにもかかわらず、全国的な公共料金の不払など、

利用者のモラルや長期大口滞納の未解消、自主的納

入による料金収納の方法などが水道料金滞納の主な

原因であると考えております。 

その対策といたしまして、本年度から、まず初期

滞納の解消を図るため、口座振替の方につきまして

は、残高不足等により振り替えができなかった場合、

水道料金口座振替不能のお知らせと納入書を一緒に

送付し、初期滞納とならないように早期の納入のお

願いをいたしております。また、３ヶ月以上の滞納

につきましては、催告通知書の送付、電話または訪

問等の手段により納入のお願いをいたしてるところ

でございます。 

なお、水道料金の納入が困難と思われる方につき

ましては、納入相談に応じ、水道料金納入予定書な

どにより支払い計画を立てていただき、支払い時期

を猶予するなど、個々の事例に応じて対処している

ところでございます。 

水道利用者の皆さまに、安全で安心な水を供給す

るための水道事業の適正な運営を今後も維持してい

くためには、毎年度の経常経費はもとより、供用開

始後５０年余りが経過し老朽化が見られる水道施設

の更新費用も必要となることから、滞納の縮減が最

も重要であると考えております。その対策の柱とい

たしまして、関係課との収納情報連絡会議を活用し

た戸別訪問による収納促進の強化、水道利用者の実

情に即した料金納入相談などを丁寧に実施し、受益

者負担の意識啓発に努めながら、収納率の向上を図っ

てまいりたいと考えております。 

次に、給水停止のお知らせの文書の件についてお

答えします。 

文書を出したことによる効果につきましては、滞

納繰越未収金の収納率の状況によりますと、文書発

送直後の７月１７日から１１月末までの約４ヶ月余

りの期間について、平成１９年度以前の過去３年間

の状況と比較してみますと、過去３年間の収納率が

１パーセント前後で推移してきたのに対し、本年度

は約４パーセントとなっております。 

なお、その期間における滞納料金の収納額につき

ましては、平成１７年度は約５万円、平成１８年度

が約１１万円、平成１９年度は約１７万円で、本年

度は約５２万円でございます。 

これらのことから、給水停止のお知らせの文書を

送付したことにより未収金回収に一部効果があった

のではないかと考えております。 

また、長期大口滞納者につきましては、引き続き

粘り強く、催告通知、電話または戸別訪問などによ

る折衝を重ねながら、回収に努めてまいりたいと考

えております。 

以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） ２２番大石忠昭君。 

○２２番（大石忠昭君） 時間が少ないんですけれ

ども、再質問をしますので、ちょっと状況説明長々

じゃなくて、簡潔にですね、答えてもらいたいと思

うんです。 

 一つは、この不景気から暮らしを守る問題なんで

すけれども、市長は提案理由説明の中でも、皆さん

のお知恵を借りたいというような意見を述べておら

れましたね。よってですね、私は、一つは市として

この雇用問題の対策本部を立ち上げるべきじゃない

かと思うがどうか。 

 それから、誘致企業に対して派遣社員や期間社員

などいわゆる非正規といわれる従業員に対してです



１２月１０日 

 - 46 - 

ね、もう違法な解雇はやらないというような行政指

導を強めてもらいたいと思いますが、どうか。 

もう一つは、雇用問題で、これからどうなるかわ

からない、非常に大事な時期迎えてますので、市役

所の窓口に、それは商工観光課でも結構ですが、雇

用問題の住民相談の窓口を設置をすべきじゃないか

と思います。その点、明らかにしてもらいたい。 

それから、豊後高田に住民票をおかれてない方に

ついても課税できるということなんですけれども、

今のところは６４名だけということなんですね。で、

この資料を見ますと、ＴＲＩ大分については２８７

名の方が市内の方で働いてるとなってるんですね。

ところが特別徴収してるのは６１人しかないんです

よ。従業員ほとんどが特別徴収してるとこもあるけ

れども、この一番大きなＴＲＩについては、２８７

人中６１人しか会社で税金天引きしてもらってない

ちゅうことがありますのでね、かなり派遣労働者が

多いと思うんですよ。で、こん中に２８７人豊後高

田の居住者がおるということになると、これはかな

りの人が住民票もない人もおるというように想定で

きるんじゃないかと思うんですが、どう思いますか

ね。だから、言うなら、３社の派遣業者に何とか要

請したということですが、３社の派遣業者というの

はどういう会社で、大体どれぐらいな豊後高田の従

業員を持ってる会社なのかもちょっと明らかにして

もらいたいと思うんです。ここに協力を求めれば、

やはりその方が鹿児島であり宮崎であっても、いま

までは鹿児島や宮崎に税金を取っておったんだけど

も、今後課税すれば豊後高田に税金が落ちることに

なるんで、まあ早急にですね、実効ある措置をとっ

てもらいたいと思うんですけれども、市長の見解を

もう一度聞きます。 

それから、同和事業についてですね、まあ抽象的

な答弁がありましたけど、先程の答弁ぐらいなこと

はこれまで聞いてきてわかってるんですよ。私が聞

いてるのは、戸別訪問をやって、臨戸訪問をやって

きたというんだけどもねえ、その中での問題点がど

うなのかね、それからその、国の制度を、今度説明

会があるから行ってそれからというけどね、私の調

査ではね、もうこの制度昭和６１年度からできてる

んですよ。私も議会でもですね、この問題何度かやっ

てるんですよ。この制度を活用してやれということ

でね。県内調べてみましたら、中津、宇佐、日田で

もうすでにこの補助金を受けてるんですけども、一

番大きいのは、中津ではね、１９年度の決算書を見

せてもらいましたけど、決算までで総計６億５，３

３７万円、いわゆる償還してもらえないために、国

や県の援助をもらった金が６億超えてるんですよ。

高田はなぜこれをね、いまから説明、これ県で大問

題にしたら、県の担当はね、いま、県下１４市ある

そうですけれども、１４市の担当者に対して少し徹

底しようということになったんですよ、そこまで私

は詰めたんですよ。それで呼びつけられることになっ

たんですけどね、なんでいままでこれをやっていな

いのかね、今年度でも、中津市では、今年度でなかっ

た、１９年度でも２千なんぼありますよ、日田市で

もありますよ、宇佐でもありますよ。高田は全くこ

れもらったことないんでしょう。なぜなのか。あな

た方はこの実態をね、あまりにも掴んでないんじゃ

ないの。この中には、私が３月議会で指摘したよう

に、元々奥さんが市の職員、その人の息子が市の職

員、もう１人、元々本人の名前が、本人が市の職員

という人もありますね、私調査してみましたら。市

の職員の関係者が３人おるんですよ、これが一番大

口ですよね。こういう実態調査されてないんですか。

前の課長は、実態調査すると約束したんですよ。 

 これはね、道義的にみましてもね、ある方はもう

退職金を数千万もらってる。その一部をね、やっぱ

これで償還させるべきですよ、そういう措置がなぜ

とれないのかね。そんなことを曖昧にしてね、一般

論では片付かないと思うんですよ。どうするのかね。

あらゆる方法をとってこれを片付ける。６，０００

万片付けば、その分は何らか市民のため使えるわけ

ですからね、そういう方法をとってもらいたいと思

いますが、見解を求めます。 

 それから火葬場の問題はね、それは用地が決まら

なければいつと言えんけど、私が聞いてるのはね、

意気込みなんですよ。市長がね、早急早急と言うけ

れども、いつまでに完成したいと。ね、２１年度末

までなのか、２２年末までなのかね、いや年度途中

でもやらせるというのかね。そうなると、土地につ

いても、やはりせめてもう２月頃までにやるとか、

３月頃にやるとかならんと片付かんですよ。 

 前、倉田市長時代にですね、美和の工業団地のと

きにね、あれは倉田さん私評価をしたんですよね。

課長会を集めて、ね、豊後高田でね、これだけ企業

団地を造るというんだからね、あんた方協力せよと。

課長は毎晩毎晩ね、それこそ頑張りましたよ。あっ

という間に地権者の協力を得た、そういうすばらし

い経験があるんですよ。 
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 よってね、今回は用地選定委員会の名前を改称し

て実行委員会に変えるというけれども、変えたそう

ですが、その用地選定委員の中には、議員も４人入っ

てるし、それから自治会の役員も入ってるんですけ

ど、そういう人たちを今後、地権者や周辺住民のた

めに協力してもらうために何らかの働きをしてもら

うということなんですが、具体的にどういう働きし

てもらうのかね。もうやっぱり議員も挙げて、ね、

課長会も挙げてね、やっぱそこの千部がよいという

ことになるんならばね、やっぱ早急に片付けると。

もう１ヶ月以内に片付けるぐらいなね、勢いでやら

なかったらね、半焦げの、いいですか、火葬場が半

焦げな状況なんか聞いたことがありますか。ね、骨

拾ったら、その骨が灰になってしまってるような火

葬場が日本中どっかありますか。もう緊急重大な課

題ですからね、やっぱ市長を先頭に、執行部も議会

も、自治会も挙げてやるというぐらいな、そういう

いままでにないような勢いをつける。そのためには

ね、市長の腹として、いつまでに土地を買いたいん

やと、決定したいんやと、そのね、その腹構えがな

かったら皆さんに協力を求められないんじゃないで

すか。その市長の腹構えを聞かせてもらいたい。 

 あと水道料金について、なんか一般論言いました

けどね、課長ね、あなたが課長になってね、戸別訪

問を何件くらいしたんですかね。あなたが課長になっ

て何件ね、催告状出した、催告状出したと言うけん、

催告状を何件出しておるんですか。あるいは電話を

あなた自身が、滞納を片付けるために何件電話をし

たんですか。市民の前に明らかにしてください。 

 ６００何人が滞納したんだけれども、その方はほ

とんどね、ちょっとね、納税組合が解消したために

日にちが間違ってね、忘れとって何日か遅れたため

が、それ大半なんですよね。大口滞納者ちゅうのは、

長期滞納者ちゅうのは１４０何人ぐらいでしょう。

その中には、私の調査では、元市議会議員が複数い

ますね。２００万近い滞納してる人からね、４、５

０万ぐらいの人が、市議会議員というふうに私は情

報を聞いていますよ。そういうところにあなた方は、

課長になってから１回ぐらい会いに行ってね、話を

したのか、電話で１回でも話をしたことがあるのか。

そういうね、悪質と言われるね滞納者を放置をして

おって、わずか１ヶ月、２ヶ月滞納した人にね文書

を出してね、水止めるぞ止めるぞと、それ脅しちゅ

うのは間違いじゃないんですか。その辺をはっきり

させてください。 

○議長（中山田健晴君） 商工観光課長桑原茂彦君。 

○商工観光課長（桑原茂彦君） 大石議員の再質問

にお答えいたします。 

先程ご答弁申し上げましたように、現時点では雇

用に対する解雇等ほとんどないと思っております。

今後そうした事態が生じました折には、そういった

設置も含めまして検討してまいりたいと思います。

また、解雇に対する行政指導につきましては、先日

も会社を訪問いたしまして、そういったことのない

ようにお願いをしてきたとこでございます。 

 それから相談窓口の設置につきましては、雇用対

策協議会等と今後充分協議をしながら、検討してま

いりたいと思いますので、よろしくお願いします。 

○議長（中山田健晴君） 税務課長尾造正直君。 

○税務課長（尾造正直君） 先般の派遣会社の３社

は、企業名ということでありますが、一番大きいの

は、ご存じのようにトヨテックであります。トヨテッ

クはいま、市役所周辺に３棟ございますが、３棟の

部屋数でありますが、実質は、実際の部屋数は８３

室でありますが、今年の１月１日現在のいわゆる入

居者数は６６名でございました。それと、まあ１社

は、グリム・ドゥと申しまして、これは静岡の御殿

場に本社がありまして、犬田にグリム・ドゥの社員

寮があります。それから、まあ１社は、ピアテック

と申しまして、事務所は、ＴＲＩ大分ＡＥの中に入っ

ております。 

 それぞれの、うちで課税しておりますトヨテック

の従業員につきましては、あくまでもこれは普通徴

収のみでありますが、これは１７２名、それから当

然トヨテックも正規社員がおりますので、特別徴収

は６名でございます。それからグリム・ドゥにつき

ましては、これ５２名が普通徴収でございます。そ

れと、ピアテックは若干少なくなりますが１４名。 

 以上であります。 

○議長（中山田健晴君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは私から火葬場用地

について、目処を示せということでございますけど、

私としては、何とか年度内に用地を解決したいとい

うことで、そういう面では議員の皆さん方にもお力

を借りながら、何とかしてやっていきたいと思って

おります。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 建設課長河野義雄君。 

○建設課長（河野義雄君） 大石議員の再質問にお

答えいたします。 
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 償還推進助成制度の活用につきましては、いまま

でもありましたが、制度が非常に厳しく、本年度か

らその運用基準が改正されております。その運用の

基準は、今月中に説明会が開催されます。運用基準

の改正の概要は、制度の適用の要件が明確にされて

いるということになっておりますので、説明会の内

容から、さらに案件ごとに充分調査に基づき制度の

適用の可否等を充分検討してまいりたいと思います。

また、中津市についても充分調査していきたいと思っ

ております。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 水道課長甲斐好信君。 

○水道課長（甲斐好信君） 大石議員の再質問にお

答えします。 

 水道課長が、電話または戸別訪問等行ったかとい

うことにつきましては、電話はございませんけども、

戸別訪問等は滞納整理に伺っております。 

催告書は何件送ったかということにつきましては、

正確な数字は把握しておりませんけども、私のいま

持ってる資料の中では、１２７件は催告状、平成２

０年度が１１８件、１９、２０合わせて９件で、私

の手元の資料ではいま１２７件となっております。 

 以上でございます。 

（○２２番（大石忠昭君） 市議会議員の関係言う

てねえやねえかい。） 

○水道課長（甲斐好信君） ２件につきましては、

催告書で処理をしております。 

 以上です。 

（○２２番（大石忠昭君） 市議会議員の関係者が

おりますかと質問してるんですよ。おかしいじゃな

いですか答えな。おるならおると言うべきじゃねえ

んかい。） 

○水道課長（甲斐好信君） お答えします。２名お

ります。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 建設課長河野義雄君。 

○建設課長（河野義雄君） 再質問にお答えいたし

ます。 

調査をするという話なんですけども、私のほうが

直接会いました。住宅新築資金の回収等お話しもし

ました。ただ、貸付契約に債務者ではありませんの

で、一応請求するのは相当ではないというふうに考

えております。 

○議長（中山田健晴君） 一般質問を続けます。 

 １番近藤紀男君。 

○１番（近藤紀男君） 議席番号１番の近藤紀男で

す。通告に基づき一般質問を行います。最後の質問

者となりましたけれども、よろしくお願いをいたし

ます。 

 まず初めに、本市の新型インフルエンザ対策につ

いてお尋ねをしたいと思います。時期的なものもあ

るかも知れませんが、最近、新型インフルエンザに

関する報道が、テレビや新聞等で大きく取り上げら

れております。鳥インフルエンザと新型インフルエ

ンザの関係を理解できている市民は少ないかも知れ

ませんけれども、鳥インフルエンザウイルスが突然

変異をし、人から人へと感染するようになると、そ

れが新型インフルエンザとされております。 

 平成１６年の１月に山口県で、国内では７９年ぶ

りに高病原性鳥インフルエンザの発生が確認されま

した。その翌月の２月に、ここ大分県の玖珠郡九重

町でも発生が確認されています。その当時、県内の

感染拡大の防止対策に様々な規制が敷かれまして、

一時期、多くの県民が不安を抱くなど大変な事態に

陥ったことはご承知のとおりであります。 

その後、京都府での発生、昨年１月には宮崎県、

本年では秋田県や北海道でも発生が確認されており

まして、近年、国内のみならず、世界各国で鳥イン

フルエンザの拡大が懸念されております。 

 伝染性の強いこの新型インフルエンザが日本で発

生した場合、３，２００万人が感染をし、そのうち

約６４万人が死亡するという厚生労働省の推計も出

ております。いま、世界では鳥インフルエンザは「Ｈ

５Ｎ１」と称され、鳥から人に感染した事例が３５

０以上も報告されており、東南アジアを中心として

多くの国々での拡大が懸念をされております。 

 現在、人から人への感染は報告されておりません

が、近年、アジア以外の国でも鳥インフルエンザの

発生が確認され、人から人へと感染する新型インフ

ルエンザがいつ発生しても不思議ではないと世界の

専門家たちも警告を発しております。世界のどこか

でもし新型インフルエンザが発生すれば、免疫を持っ

てる人も有効なワクチンもないため、航空網が発達

した現在では、瞬く間に全世界に広がり、社会経済

への甚大な影響のみならず、死亡率も極めて高く、

多くの犠牲者が出ることが想定されています。 

 もし国内で新型インフルエンザが発生したとの情

報が発信されたときのために、行政機関と市民が一

体となった対策や備えが必要であると考えるところ

であります。 
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 大分県でも、国の新型インフルエンザ対策行動計

画に基づき、昨年１２月に「大分県新型インフルエ

ンザ対策行動計画」第２版が、平成１７年に続いて

策定をされております。また、本年５月には、大分

県より、県内全市町村自治体に対して、新型インフ

ルエンザ対策として大災害クラスの危機管理の計画

作り、水道などライフラインや生活物資の確保など、

地域の実情に即した具体的な行動計画の策定が要請

されているとの新聞報道もなされております。 

 本市においても、新型インフルエンザ対策行動計

画を策定していると思います。そこで、３点ほどお

尋ねをいたします。 

 本市の新型インフルエンザ対策行動計画の内容、

まあ概略で結構ですから、どのようなものかお尋ね

をしたいと思います。 

 ２点目としまして、この行動計画の策定と併せ、

これまでどのような取り組みをされてきたのでしょ

うか。 

 最後３点目として、行動計画に基づく今後の具体

的な実施計画について、わかってる範囲でお尋ねを

いたします。 

 続きまして、全国学力テスト結果の公表について

であります。 

学力低下の懸念を受けまして、文科省は小学校６

年生と中学校３年生を対象としました全員参加型の

全国学力調査テストを、昨年４３年ぶりに復活をさ

せまして、本年も２回目となる学力調査テストが実

施されまして、その結果が本年８月２９日に公表さ

れております。 

 学力調査結果についての新聞報道を見ますと、今

回の調査は、問題が難しくなったため平均正答率が

大きく下がったこと、また、応用力が低いことや、

都道府県別の成績など全体としての結論は、前回と

ほぼ同様の傾向、昨年と比べてあまり変化は見られ

なかったことが明らかになっております。 

また、学力調査の経費については、本年の調査に

も６０億円近い税金を投入し、昨年分の経費と合わ

せると、本市の予算にも匹敵する１３０億円にもの

ぼる経費がかかっており、多額の予算と労力を費や

し、子どもたちの貴重な授業時間を削っての毎年実

施や、こうした全員対象調査に疑問が投げかけられ

ておりまして、現行の実施方法にこだわらず見直し

を求める新聞報道の記事が多く見られております。 

 私の質問の趣旨であります、調査結果の公表に際

しましては、地域ごとの成績ランク付け等は、学校

の序列化や競争激化につながるとして、文部科学省

は市町村と学校別の成績結果を、各教育委員会に開

示しないよう求めております。しかし、一部の自治

体では、保護者の知る権利、情報公開審議会等で調

査結果の公表を求めるなど、混乱を招いていること

も報じられております。 

 こうした学力テストの公表をめぐる大分県や一部

自治体の状況を見ますと、本年１０月の新聞報道に

よりますと、学力調査の学校別の結果公表について、

大分県の広瀬知事が、「公表してもいいのではないか

と思う。県教委とも意見交換をしたが、私とあまり

意見は変わらない、違わない。」との知事のコメント

の報道がされております。 

 また、先月１１月でありますけれども、全国学力

テストに参加した全国市区町村などの１，８３９の

教育委員会の内、約４割が何らかの形で結果を公表

している。もしくは公表するという見通しという記

事が掲載されておりましたが、そのうち、市町村名

や学校名を明らかにして公表しないとする市区町村

の割合は、いずれも９５パーセントから９７パーセ

ントであると報道されております。また、直近の今

月１２月これ１日でありますけども、大分県教委は、

来年度から全国学力テストの結果を自主的に公表す

るよう、市町村教委に促すとの記事が報道されてお

りました。その中で、市町村教委の多くは、一面的

な数字だけで地域の学力を把握できるのかと反発し

ており、公表をめぐり、県と市町村の綱引きも起き

そうだと、こういう記事も報道されておりました。 

そしてまた、今日のこれ新聞でありますが、県の

教育委員会の麻生教育委員長は、今月中にも市町村

の教育長会議を開催をして、学力テストの結果を自

主的に公表するよう強く促すとの記事、これ今日の

記事でありますけれども、そのような記事が今日の

段階でも報道されておりました。 

 私はこうした記事を見まして、自分の子どもがど

の程度の位置におるのか保護者が知りたい気持ちも

わからなくはないと思っておりますけども、公表と

なると多くの問題をはらんでいるとも思っておりま

す。また、学力調査結果で関係者を含め一喜一憂す

るのはおかしいのではないかとも思っております。

今回の調査でも、平均点の高いところでは、家庭学

習や規則正しい生活習慣、また少人数学級などの指

導の工夫などの、との成績の相関が見られると、当

然のことながら述べられております。また、地域に

よっては、経済的な格差などが複合的に絡んで、学
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校や学習指導を超えた社会的要因も影を落としてい

るともされております。 

 いま現在、こうした、ことさら公表のみについて

大きく取り沙汰されておりますが、私は学力テスト

は調査結果の公表が目的ではないと思っております

し、この調査結果をしっかり検証し、学力向上に向

けた指導改善にどうつなげていくのか、子どもたち

にどんな支援策を講じていくのかが問われていると

思っております。 

 そこで、教育長にお尋ねをいたします。本市の学

力調査結果について、どのようなご判断をされてお

るのか。また、結果の公表については、どのように

お考えなのか、教育長の見解をお尋ねいたします。 

 ３点目といたしまして、特別支援教育についてお

尋ねをいたします。 

昨年の６月議会でも同様な質問を行ってまいりま

したが、このときは制度の見直しがありましたので、

支援体制それから予算措置、また特別支援教育に係

わる人材の育成等についてお尋ねをしてきたところ

であります。私、今回の質問に際していくつかの学

校を訪問をさせていただきまして、もちろん、勤務

後に訪問させていただきましてお話を伺ってまいり

ました。支援員を配置していただいております学校

現場からは、大変有益であり、ありがたく思ってい

るとの感謝のことばも述べられております。 

そこで２点お尋ねをいたします。 

 特別支援教育支援員の今後の配置計画と研修の場

の確保についてであります。 

現在、４校に１人ずつ４名の特別支援員教育の支

援員が配置をされております。学校を訪問して感じ

たことなのですが、次年度より新たに支援を要する

児童が複数の学校で入学予定となっていること。そ

してまた、対象児童数が多い学校では、支援員１人

では大変な状況があることを、また改めて認識をさ

せられてきたところであります。また、支援員がま

だ配置をされていない学校からは、支援員を配置を

してほしいとの強い要望もあります。また、生徒児

童数の多い学校ではですね、支援員の複数配置もま

た必要ではないのかというように、私も学校を回っ

て感じてきたところでありますので、見解をお尋ね

したいと思います。 

また、特別支援教育の研修会に参加をして改めて

認識をさせられることも多く、大変勉強になったと。

こうした研究会を増やしてほしいなどのご意見もお

聞きをしてきたところであります。 

 私、昨年の質問の際に、特別支援教育の充実に向

けて、各園、小中学校に特別支援教育コーディネー

ターを配置をし、年３回の研修会を行うとともに、

校内の特別支援教育の推進を図ってきたことや、ま

た、特別支援教育に関する講演会や研修会にも教職

員や保護者の積極的な参加を進めていくとのご答弁

をいただいておりますけれども、こうしたことを踏

まえ、大変有意義な取り組みが実行されていると感

じたところであります。今後の研修会、それから講

演会等の計画がありましたら、お聞かせ願いたいと

いうふうに思います。 

 最後になりますが、小中学校のケーブルテレビの

施設工事についてお尋ねをいたします。 

先の９月議会でご報告のありました、ケーブルテ

レビ加入率８３．７パーセントに達しておりました

が、現在まで、市内の小中学校１８校にはケーブル

テレビの施設工事がまだなされておりません。公共

施設からの観点からも、早急に実施すべきと考えて

おるところでございますが、今後の計画についてお

尋ねをいたします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） 私のほうから、本市の新型

インフルエンザ対策についてお答えをいたします。 

 新型インフルエンザは、近年、鳥インフルエンザ

の鳥から人へ感染する事例が多く報告されており、

この鳥のインフルエンザウイルスが突然変異するこ

とによって、人から人へと感染する新型のウイルス

が出現すると言われております。この新型インフル

エンザは重い症状を引き起こし、死亡率も高くなる

と予測されております。この新型インフルエンザが

ひとたび発生すると、多くの人は免疫を持っていな

いために、世界的に大流行する恐れがあり、甚大な

健康被害と、流通や経済活動の停滞など、社会的機

能の混乱が起こることが予測され、大変危惧されて

おります。 

また、現時点では発生時期を予知することは困難

であり、その発生そのものを阻止することも不可能

と言われております。 

 このことを踏まえ、本市におきましても、新型イ

ンフルエンザの発生に備え、本年８月１日に係長以

上の職員を対象に、北部保健所長を講師に迎え、新

型インフルエンザについての病態及び市としての対

応をテーマとする研修会を開催いたし、職員の意識

啓発を図ってまいりました。そして新型インフルエ
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ンザが発生した場合の対応を、迅速かつ的確に実施

できるような本市の危機管理対策として、「豊後高田

市新型インフルエンザ行動計画」を策定いたしまし

た。 

 この行動計画につきましては、大きく五つの柱か

らなり、一つ目は危機管理体制、二つ目は情報の収

集と提供、三つ目は感染拡大の防止、四つ目は感染

者等への支援、五つ目は社会的機能の維持とし、さ

らに新型インフルエンザの警戒レベルを、発生前期、

国外発生期、国内発生期、県内発生期、県内大流行

期及び流行終息期と定め、国外で人から人へ感染が

認められて新型インフルエンザが発生したことが確

認された段階で、本市の新型インフルエンザ対策本

部を設置し、それぞれの危機管理レベルに応じた対

応を講じることとしております。 

 また、新型インフルエンザの被害を最小限に食い

止めるためには、個人、家庭及び地域における理解

と協力が不可欠でありますので、市民の皆様に新型

インフルエンザに関する情報、感染対策について講

演会の開催、市報、ケーブルテレビ、ホームページ

などを活用して、普及啓発に努めてまいりたいと考

えております。 

しかしながら、新型インフルエンザの発生時期、

ウイルスの感染性や重症度、ワクチンや抗インフル

エンザウイルス薬などの状況が未確定でありますの

で、新型インフルエンザに関する国、県の行動計画

及びガイドラインの改定など、新たな情報や国、県

の動向を注視しながら新型インフルエンザ対策が円

滑に行われるよう、関係機関との連携を図ってまい

ります。 

 そして、新たな感染上の脅威から市民の健康を守

る、安心・安全を確保する対策を講じる必要がある

ため、今後とも新型インフルエンザの発生に備えて

準備を行ってまいりたいと考えておりますので、ご

理解をよろしくお願いいたします。 

 その他の質問につきましては、教育長及び担当課

長に答弁させます。 

○議長（中山田健晴君） 教育長河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君） まず、全国学力テスト結

果の公表につきましてお答えいたします。 

 本年４月２２日に小学校６年生、中学校３年生を

対象とした全国学力学習状況調査が実施されました。

本市の全小学校、中学校もこの調査に参加し、８月

末にその結果が出されたところであります。教育委

員会では、この結果を基礎的、基本的な学力は全教

科にわたり全国平均を上回り定着が見られるが、応

用力、活用力に課題があり、特に小学校における国

語の読解力の育成、中学校における数学の活用力に

課題があると考えたところであります。 

 この分析結果を、校長会や教頭会などあらゆる機

会を通して、研修体制、授業改善などの指導を行っ

てまいりました。 

各学校におきまして、国語や算数、数学などのど

の分野が弱いのか、児童生徒一人ひとりの弱点はど

こか等々、成果や課題を分析し、個に応じた指導の

改善に努めているところでございます。 

また、児童生徒一人ひとりの結果を本人や保護者

に個人資料とともにお知らせをし、さらに、保護者

や地域の方々に自校の学力の概要を伝えてまいりま

した。 

文部科学省から、全国学力学習状況調査の結果の

取り扱いについての配慮事項の中に、本調査により

測定できるのは学力の一部分であることや、学校に

おける教育活動の一側面に過ぎないことなどを踏ま

えるとともに、序列化や過度な競争につながらない

よう充分配慮して適切に取り扱うよう通知がありま

した。 

 教育委員会といたしましては、今回の調査の目的

が、児童生徒の学力や学習状況を把握し、指導の改

善を図ることにあると考えておりまして、校長会や

教頭会を通して各学校への指導、また各学校では分

析、課題解決に向けた指導の改善等が図られている

ところでございます。 

 さらに、本年第３回定例会での市長の提案理由の

中や各種学校行事の中で、児童生徒の学力は、全国

平均を上回っている旨を発信してきたところであり

ますので、現段階での結果の公表は控えているとこ

ろでございます。しかしながら、先程議員ご指摘の

ように、昨日の大分県教育委員会教育委員長の発言

もありますので、今後慎重に検討してまいりたいと

考えておるところであります。 

 そこで、公表の如何にかかわらず、児童生徒の学

力の向上に向けて、学校現場では指導方法の工夫改

善を始め、あらゆる取り組みをしておりますし、さ

らに、学びの２１世紀塾を中心とした取り組みを積

極的に推進していく所存でありますので、何とぞよ

ろしくお願い申し上げます。 

 次に、特別支援教育についてお答えいたします。 

 昨年第３回定例会での近藤議員の質問に答弁もい

たしたところでありますけれども、まず特別支援教
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育支援員の配置につきましては、現在、高田小学校、

真玉小学校、臼野小学校、真玉中学校に４名の支援

員を配置し、児童生徒の学習及び生活支援を行って

いるところでございます。また、さらなる充実を図

るために、毎年９月には、各学校におけるＬＤ、Ａ

ＤＨＤ、高機能自閉症等、支援を必要とする児童生

徒の把握を行っており、支援員の有無を学校と協議

をしたり、直接該当の児童生徒と接する中で、支援

員の配置について現在検討を行っておるところでご

ざいます。 

 さらに、先日、幼稚園入園希望の保護者からの相

談もあり、幼稚園にも支援が必要な園児の把握とい

うのを行っているところでもあります。 

また、特別支援学級の充実に向け、各学校、園で

は特別支援教育コーディネーターを位置づけ、県教

委が主催する研修会に参加し、研鑽を積むとともに、

校内ではコーディネーターが中心となってその推進

を図っているところでございます。 

 今後とも特別支援教育の充実に向けて、特別支援

学級の新設の要望や支援員の増員を含め、個に応じ

た教育の充実に努力してまいる所存でありますので、

何とぞよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） 企画情報課長中嶋栄治君。 

○企画情報課長（中嶋栄治君） 小中学校へのケー

ブルテレビ施設工事についてお答えいたします。 

 ケーブルテレビの宅内工事につきましては、本年

２月から開始したところでございますが、これまで

に、主に一般のご家庭などの工事の進捗を優先し、

難視聴地域にある施設を除き、市の公的施設の工事

を控えてまいりました。１１月末現在でテレビの接

続件数が６，７２５件に達し、加入申込みの８割以

上になりましたことから、現在、市の公的施設の宅

内工事を鋭意進めているところでございます。 

 小中学校の宅内工事の発注につきましては、現在

まで１８校中４校を発注いたしており、１２月中旬

までに残りすべてを発注する予定でございます。工

事の施工に関しましては、授業等の学校活動に支障

が出ないように、土曜日、日曜日を中心に行い、冬

休み期間中にすべてを完了する予定といたしており

ます。 

 なお、通信の光電話に係る宅内工事は、１２月５

日までにすべての学校が完了いたしております。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） １番近藤紀男君。 

○１番（近藤紀男君） それでは再質問をさせてい

ただきたいと思います。 

 市長からご答弁いただきました新型インフルエン

ザ対策であります。 

先程お話ありましたように、本市も対策行動計画

を策定され、役職員を中心として研修会の実施など

を行っておるということでご報告がありまして、本

格的な取り組みは、他市の自治体見てもこれからか

なあという部分は否めない部分だろうというふうに

私も理解をしております。本当市民と行政が一体に

なって取り組むべき喫緊の課題であると考えており

ます。 

 市長のご答弁の中にもありましたが、本当にこれ

いつ発生するか、どこで発生するか、全く予測も予

想も何もわかりません。そういった意味合いもある

んでありますけども、当初申し上げましたように、

昨日のテレビでも報道されておりましたが、本当こ

こ最近このインフルエンザに対する報道が過熱と言っ

ていいほど多い部分がありますけども、こういった

中で、様々な発生の可能性や発生した場合の感染予

防対策など、様々な報道があるわけでありますが、

その中でも、一部の自治体によっては、発生時に備

えまして緊急時の食料の備蓄とか、防護服や防具の

マスクなど準備する自治体もひとつは見受けられま

す。本市でのこういった備えに対する今後の計画等

があるのかないのか。また、どのようにこういった

部分も考えておられるのか、この点お尋ねをしたい

というふうに思います。 

 続きまして、全国学力テスト結果の公表について

でありますが、特別支援教育それから小中校のケー

ブルテレビ施設工事を含め、要望として述べさせて

いただきたいと思います。 

 教育長のご答弁をお聞きしまして、現時点では賢

明なるご判断というふうに私も受け止めております

けども、他市の今後の対応がどうなるのか危惧され

るところでもあります。 

先程学力テストの結果の公表について、広瀬知事

のコメント、それからまた県教委の指導に関する新

聞等の記事を申し上げましたけれども、私は、学力

テストの参加の主体はあくまでも市町村の教育委員

会でありまして、公表については、学校運営に直接

責任を持つ市町村の教育委員会の判断に委ねられる

べきだとも実は思っております。本市の学力テスト

の結果は、教育長おっしゃいましたけども、先の議

会で市長からもご報告ありまして、本当に本市では
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県下でも有数の成績を収めております。この背景に

は、やはり市長や教育長を始めとする関係者皆様の

並々ならぬやっぱりご努力があったからこそと思っ

ております。これまでの本市の教育方針には何ら問

題はありません。混乱と、さらなるこうした公表す

るにあたっての競争を煽りかねない学力テストの公

表には、ぜひとも慎重に対処していただいて、本市

の教育方針をぜひ貫き通していただきたいというふ

うに要望したいと思います。 

 続きまして、特別支援教育についてであります。 

支援員の配置については、こういった形で私は増

員の方向で検討していきたいというふうに受け止め

ておるんですが、ぜひともそういった形で現場の実

態に即した支援員の配置を要望したいというふうに

思っております。 

 ケーブルテレビについては、冬休み中にというご

答弁でありましたので、そのような方向でぜひ進め

ていただきますよう要望いたします。 

 それでは２回目の質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは私から鳥インフル

エンザ対策についてお答えをいたします。 

 県内の市において対策をしてる市もあると聞いて

おります。しかしながら、これからどういうふうに

してどういう対策をとるかということについては、

県その他と相談をしながら、できるだけ対策をとっ

ていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（中山田健晴君） １番近藤紀男君。 

○１番（近藤紀男君） では最後に要望として述べ

させていただきます。 

 私も本当この件に関しては、計画倒れに終わるこ

とを実は願っております。しかしながら、縷々申し

上げてまいりましたが、非常にこの新型インフルエ

ンザの発生の可能性が非常に高まっておるからこう

いう報道もなされて、対策それから備蓄の問題等々

も出てくるものだというふうに思っております。今

後とも関係機関と連携を深めて対策等進めていただ

きたいことを要望しまして、質問を終わります。 

○議長（中山田健晴君） これにて一般質問を終結

いたします。 

 以上で本日の日程は全部終了いたしました。 

明日から１２月１６日まで休会し、各委員会にお

いて付託案件の審査をお願いいたします。 

次の本会議は、１２月１７日午前１０時に再開し、

各委員長の報告を求め、質疑、討論、採決を行いま

す。 

なお、討論の通告は１２月１５日午後５時までに

提出願います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

     午後２時３８分 散会 
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